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はじめに

介護保険制度創設から 20 年が経過し、平成 12 年には 200 万人に満たなかった都内の高齢

者人口は現在 300 万人を超え、今後ますます高齢者の生活を支える多様なサービスの基盤整備

が必要となっている。

このような状況の中で、介護が必要になっても可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしが

実現できるよう、都道府県及び区市町村には、地域包括ケアシステムを構築、深化・推進していく

ことが求められている。

そのためには、介護保険サービスに加え、高齢者の多様な生活課題に対応する保険外サービ

スもあわせて充実させていくことが重要である。

また、高齢化の進展に伴い介護保険サービスや保険外サービスに対する需要が増加する一方

で、介護分野を支える人材の確保が課題となっており、介護事業所を運営する事業者にとっても、

より効率的かつ効果的にサービスを提供する方策が必要となっている。

本報告書は、東京都及び豊島区が平成 30 年 8 月から令和 3 年 3 月まで実施した選択的介

護モデル事業（介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する試行事業）の実施

内容及び成果を取りまとめたものである。

なお、このモデル事業で実施しているサービスは、厚生労働省通知「介護保険サービスと保険

外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて」（平成 30年 9月 28日老振発 0928

第 1 号）の発出により実施可能であることが明確になったが、いまだにこうしたサービスが普及して

いない区市町村において、本報告書が運用の参考になれば幸いである。

令和 3年 3月 東京都・豊島区
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◇◆定義◆◇ 

本書で使用する用語の定義は、以下のとおり。 

・「介護保険サービス」

介護保険制度に基づくサービス 

・「保険外サービス」

介護保険給付の対象とはならないものの、高齢者のニーズに対応するサービス 

・「選択的介護」

介護保険サービスと保険外サービスを柔軟に組み合わせて提供するサービス形態 

※一般にこのようなサービス形態を「混合介護」と呼ぶ場合があるが、東京都では、 

介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて利用者本人が自らの受ける様々な 

サービス形態を選択できるという点から、「選択的介護」という名称を用いている。 

・「平成 30 年度選択的介護モデル事業」（本文中では「平成 30 年度モデル事業」と表記）

平成 30 年 8 月 1 日から実施している指定訪問介護サービスと保険外サービスを明確に区分し、 

組み合わせて提供するサービス形態 

・「令和元年度選択的介護モデル事業」（本文中では「令和元年度モデル事業」と表記）

令和元年 12 月 1 日から実施している指定通所介護サービス・指定居宅介護支援と保険外サー 

ビスを明確に区分し、組み合わせて提供するサービス形態 

・「選択的介護サービス事業者」 

豊島区と選択的介護モデル事業実施協定を締結した指定介護事業者 

・「選択的介護サービス事業所」

選択的介護サービス事業者が運営する豊島区内の指定介護事業所 

・「選択的介護サービス責任者」

選択的介護の保険外サービスについて、下記の事項を担当する者（なお、厚生労働省通知（老

振発 0928 第 1 号）の発出により、指定訪問介護のサービス提供責任者は、業務に支障がない範

囲で保険外サービス（選択的介護サービスを含む）の業務にも従事することが可能になった。） 

① 選択的介護の利用の申込みに係る調整を行うこと 

② 選択的介護サービスを位置付けたサービス提供計画（以下「サービス提供計画」という。）を作

成すること（既にケアプランが作成されている場合は当該計画の内容に沿って作成） 

③ サービス提供計画の内容について、利用者に説明し、同意を得ること 

④ （同意を得た）サービス提供計画を利用者に交付すること 

⑤ 利用者に交付したサービス提供計画と同内容のものを、当該利用者のケアプランを作成して

いる豊島区内の指定居宅介護支援事業所に提供するよう努めること 

⑥ サービス提供計画の作成後、当該計画の実施状況の確認と評価を行い、必要に応じて計画

の変更を行うこと 

⑦ 利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的に把握すること 
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選択的介護モデル事業検討の背景等 

1. モデル事業検討の背景・目的
我が国では、世界に類を見ないスピードで少子高齢化が進んでおり、団塊の世代が75歳以

上になる令和7年には、都民の4人に1人が65歳以上の高齢者になることが見込まれている。 

また、東京都においては、他の道府県と比較して圧倒的に高齢者数が多く、なかでも豊島区

は、高齢者人口の増加に加え、75歳以上の一人暮らし高齢者の割合が37.0％と東京都内で最

も高く、これは全国平均19.8％のほぼ倍にあたる。こうした状況に対し、増大する要介護者向け

のサービスの需要に応える基盤整備が必要とされている。 

介護保険制度は、「介護保険サービスと保険外サービスが明確に区分されていること」や「利

用者等に対し、保険外サービスの提供にあたって、あらかじめサービスの内容等を説明し、同

意を得ていることなど」等といった一定のルールのもとで、高齢者の多様なニーズに対応できる

よう、介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供すること（以下「選択的介護」とい

う。）を認めているが、区分方法が分かりにくい等の理由から、介護サービス事業者が積極的に

参入しない実態が見受けられる。しかしながら、地域包括ケアシステムを構築、深化・推進する

ためには、高齢者の生活をトータルに支援するという観点が必要であり、そのためには、介護保

険サービスに加え、介護保険の対象とならないサービスも充実させていくことが重要である。 

介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供するサービス形態に関しては、介

護事業者の創意工夫を活かしたサービス提供が可能となることで、利用者の利便性向上や家

族介護者の負担軽減、介護事業者のサービス提供効率の向上等が期待されるが、一方で、不

明朗な形で料金が徴収されるおそれや保険給付の範囲を超えたサービスが保険請求されるお

それ、介護保険制度の理念である自立支援・重度化防止を阻害するおそれなどのリスクも懸念

される。 

そのため、東京都はその効果や課題を検証するため、平成29年2月の国家戦略特別区域会

議で選択的介護モデル事業の実施を提案し、豊島区において実施することとした。 

本モデル事業においては、豊島区と東京都が共同事務局となり、豊島区内でサービスを展

開し、その効果と課題を検証した。 
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2. モデル事業実施の経緯
平成 29 年 2 月の国家戦略特別区域会議での選択的介護モデル事業実施の提案から、モデ

ル事業期間終了までの主な会議体・イベントは以下のとおり。 

なお、本節に掲載している図表等は主に各会議体等の実施時点の資料から抜粋したものであ

るため、その後の検討の中で考え方が変遷した部分もあり、現時点での考え方とは異なる部分が

あるので念のため申し添える。 

実施時期 会議体・イベント 実施内容 

平
成
２
９
年

（1） 2 月 10 日 国家戦略特別区域会議 選択的介護モデル事業実施を提案 

（2） 5 月 豊島区に有識者会議を設置 -

（3） 6 月 2 日 第 1 回有識者会議 
モデル事業実施に向けた基本的方向性を整

理

（4） 5 月～7 月 
ＲＦＩ※・事業者との意見交換

の実施 - 

（5） 8 月 2 日 第 2 回有識者会議 
RFI※等の結果を踏まえ、モデル事業テーマの

評価、検討を実施 

（6） 8 月～9 月 
選択的介護モデル事業 

ワーキンググループ 

サービスメニュー案、利用者アンケート等につ

いて検討 

（7） 8 月 21 日 
国家戦略特区 

ワーキンググループ 

選択的介護モデル事業の検討状況について

報告 

（8） 9 月 5 日 
国家戦略特別区域諮問会議 

（第 31 回） 

「明確な区分」等について、法令上の解釈を明

確にするように国に対して要望 

（9） 10 月 17 日 第 3 回有識者会議 
選択的介護モデル事業実施にあたっての各種

素案の提示、検討を実施 

（10） 12 月 26 日 第 4 回有識者会議 
利用者保護の観点から「明確な区分」を担保す

るための仕組み、方策を整理 

平
成
３
０
年

- 1 月 17 日 

～2 月 16 日
公募説明会・公募受付 平成 30 年度モデル事業の公募を実施 

（11） 4 月 6 日 
国家戦略特区 

ワーキンググループ 

モデル事業の実施スキームについて、厚労省

が現行ルール上支障なしとの見解を示す 

（12） 5 月 16 日 第 5 回有識者会議 公募・選定結果の報告を実施 

（13） 5 月 30 日 国家戦略特別区域会議 
平成 30 年 8 月より、豊島区内で選択的介護

モデル事業を開始する旨を報告 

- 6 月 28 日 
選択的介護モデル事業 

実施協定締結式 
豊島区内 9 事業者と実施協定を締結 

- 8 月 平成 30 年度モデル事業開始 -

（14） 9 月 14 日 第 6 回有識者会議 
平成 30 年度モデル事業の進捗状況報告、令

和元年度モデル事業の方向性の検討 

（15） 9 月 28 日 
厚生労働省通知「介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供

する場合の取扱いについて」（老振発 0928 第 1 号）発出
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（16） 12 月 26 日 第 7 回有識者会議 
令和元年度モデル事業のコンセプト、有望テー

マ案について提示、検討を実施 

令
和
元
年

（17） 6 月 4 日 第 8 回有識者会議 
令和元年度モデル事業の進め方の検討を実

施（現行制度内で実施できるものから段階的に

実施することを決定） 

- 6 月 25 日 

～8 月 2 日
公募説明会・公募受付 

令和元年度モデル事業の公募及び平成 30 年

度モデル事業の追加公募を実施 

（18） 10 月 9 日 第 9 回有識者会議 
令和元年度モデル事業の公募結果報告、実

施内容（案）の提示、検討を実施 

- 12 月 令和元年度モデル事業開始 - 

令
和
２
年

（19） 6 月 10 日 第 10 回有識者会議 モデル事業の進捗状況報告 

- 6 月 
選択的介護モデル事業報告

書（中間のまとめ）公表 
- 

（20） 12 月 22 日 第 11 回有識者会議 
モデル事業の進捗状況報告、モデル事業のと

りまとめに向けた検討を実施 

令
和
３
年

（21） 3 月 24 日 第 12 回有識者会議 モデル事業報告書の記載内容の報告を実施 

- 3 月 
選択的介護モデル事業報告

書公表 

※RFI（Request For Information）：事業者公募の事前準備として実施する、モデル実証において提供可能

なサービス概要の収集及び参加への意向調査 
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(１) 国家戦略特別区域会議（平成 29年 2月 10日）

平成 29 年 2 月 10 日、東京都が国家戦略特別区域会議（第 15 回東京圏国家戦略特別区域

会議）において、選択的介護モデル事業の実施を提案。提案当時は、「介護保険サービスと保険

外サービスの同時・一体的提供」や「介護保険サービスに付加価値をつけた部分への料金設定」

等を軸に、東京都と豊島区が連携して、平成 30 年度から実施するモデル事業の準備を行い、特

区認定が得られ次第、順次実施し、効果及び課題の検証を行うことを想定していた（図表１）。 

選択的介護（混合介護）の提案 ※内容は提案当時のもの 

出所：国家戦略特別区域会議資料（平成 29 年 2 月 10 日） 

(２) 選択的介護モデル事業に関する有識者会議設置（平成 29年 5月）

平成 29 年 5 月、豊島区が選択的介護モデル事業の実施にあたり、公平公正かつ客観的な立

場からの意見を徴するため、学識経験者、関係団体代表、被保険者代表、行政職員等で構成す

る有識者会議を設置した（図表 2）。事務局は豊島区及び東京都が担い、本有識者会議の検討

結果を踏まえ、モデル事業を実施し、その成果を本有識者会議に報告を行った（図表 3）。 

なお、有識者会議設置の前月にあたる平成 29 年 4 月には、選択的介護モデル事業に関する

各種業務を所管する介護保険特命担当（課長１名、職員３名）が豊島区に設置された。 



5 

有識者会議委員名簿（敬称略 【令和 3 年 3 月現在】）  

選択的介護モデル事業の実施体制 

出所：第 1 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 29 年 6 月 2 日） 

職 氏名 区分 肩書き（活動分野、所属等）

会長  八代　尚宏 学識経験者 昭和女子大学グローバルビジネス学部特命教授

委員  大渕　修一 学識経験者
地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター
高齢者健康増進事業支援室研究部長

委員  駒村　康平 学識経験者 慶應義塾大学経済学部教授

委員  知脇　希 学識経験者 帝京平成大学健康メディカル学部理学療法学科准教授

委員  栃本　一三郎 学識経験者 上智大学総合人間科学部教授

委員  宮崎　牧子 学識経験者 大正大学社会共生学部教授

委員  大久保　孝彦 関係団体
社会福祉法人東京都社会福祉協議会
東京都介護保険居宅事業者連絡会運営委員長

委員  小島　操 関係団体
特定非営利活動法人東京都介護支援専門員研究協議会
理事長

委員  外山　克己 被保険者代表 豊島区高齢者クラブ連合会会長

委員  村田　由佳 行政職員 東京都福祉保健局高齢社会対策部長

委員  高際　みゆき 行政職員 豊島区副区長

選定

成果
とりまとめ

選択的介護
モデル事業

豊島区東京都

• 設置、運営
• モデル事業の進捗・
成果の報告

• 選択的介護のあり方、モデル
事業実施に関する助言

実施事業者
(複数)

有識者会議ワーキンググループ



6 

(３) 第 1回有識者会議の開催（平成 29年 6月 2日）

平成 29 年 6 月 2 日、第 1 回有識者会議を開催し、モデル事業の実施に向けた基本的考え方

（詳細は「第 1 章 3．モデル事業実施における基本的考え方」に掲載）についての検討、整理を

行った（図表 4）。また、選択的介護で想定されるニーズ、規制、期待する効果等についての検

討、整理を行った（図表 5） 

モデル事業の実施に向けた基本的考え方  

出所：第 1 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 29 年 6 月 2 日） 

選択的介護で想定されるニーズ、規制、期待される効果、課題・懸念 

出所：第 1 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 29 年 6 月 2 日） 

モデル事業の実施に向けた基本的考え方

（１）利用者需要と自立支援
• （特に保険外サービス部分）あくまでも利用者に需要があることが起点
• 一方、保険給付は「自立支援」（＝出来る限り自分で出来ることを増や
す）が基本

• 社会環境の変化を踏まえ、将来のニーズへの対応も考慮する必要がある

（２）サービスの提供の保障
• 介護保険制度は社会保険であり、条件を満たす被保険者全てにサービ
スが提供される環境の整備は保険者の責務

• 介護人材の不足等の供給制約が見込まれる中、サービスの提供が保障
されやすいように制度を見直し、サービスの提供効率を高める

（３）給付の公正性の確保
• 社会保険としての性格上、給付が公正なものとなるよう（＝不適切な給
付が見過ごされないよう）な体制を整える必要がある

• 上記（１）（２）を満たす場合であっても、不公正につながるサービス
は実施しない

（４）契約者の判断能力等に
応じた支援・保護

• 自由契約に基づく市場を形成するためには、契約者である高齢者が安
定した契約関係を築くための環境整備が必要

• 上記（１）～（３）を満たす場合であっても、環境整備等が見込めな
いサービスは実施しない

• 前頁に示した課題を踏まえると、今後「選択的介護」のモデル事業の実施に向け、その可能性を検討していく上では、
以下に示す基本的な考え方をおき、具体的なモデル事業内容の検討と検証を進めていく必要がある。

１
．
同
時
一
体
的
提
供

２
．
上
乗
せ
料
金
設
定

居宅内
(訪問介護、
定期巡回等)

1.介護を担う家族分の家事の支援
（例：調理、洗濯、掃除・片づけ）

通所介護

(ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ)

2.短時間で提供できる付加的な生活支援サービスの
一体的提供
（例：家電・IT機器の利用のｻﾎﾟｰﾄ、ペットの世話、環境調整、話し相手等）

付加価値に
応じた上乗
せ料金

7.上乗せ（かつ、同時一体的にサービス提供）
※介護給付ｻｰﾋﾞｽのみを範囲とした価格上乗せは対象外

繁忙期や経
費上昇時の
上乗せ料金

8.介護報酬では充当し切れない追加費用相当分の上乗せ
(年末年始・夜間等の割増人件費、相場変動に伴う人件費、賃料、燃料等
の上昇等)

想定ニーズ

介護家族の負担軽減

自立支援の促進
（ケアの質の向上）

保険外サービスの提供効率の
向上

保険外サービス部分の高付加
価値化

保険外サービスの提供効率の
向上

介護人材の確保
事業所の赤字の削減

居宅外・
外出先

(訪問介護等)

3.居宅外/外出先での介護の提供
（※保険外サービスを含む）
（例：通院付き添い、金融機関・行政への同行、
会食等の場での家事支援等）

自立支援の促進
（ケアの質の向上）

4.利用者に対するデイサービスの場での
保険外サービスの提供

（例：弁当販売、理美容の提供、洗濯環境の提供等）

利用者の利便性向上と自立支
援の促進
サービスの高付加価値化

5.送迎経路上の立ち寄り、途中乗車・下車
（例：経路途中でのスーパー等への立ち寄り、途中乗車・下車

等）

利用者の利便性向上と自立支
援の促進
サービスの高付加価値化

6.介護給付利用者以外へのサービス提供
（例：要介護度が改善した人や要介護者家族への施設開放等）

利用者の利便性向上と自立支
援の促進
施設の稼働効率の向上
（生産性向上）

・老振第76号（明確に区分する旨の
通知）

・老振第76号（明確に区分する旨の
通知）

・介護報酬（※保険外を同時提供し
た相当分を短縮しないように解釈す
る必要がある）

・運営基準（設備及び人員配置の基
準）

（上記1.に同じ）

・介護報酬

（※そもそも居宅外では給付対象
外）

・運営基準
（通所介護の設備・人員基準）
・介護報酬
（※保険外提供分の扱い）

・各種業法（食品衛生法、公衆浴場
法、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ業法等）

・運営基準
（サービス提供に係る基準）
・道路運送法
（タクシー等事業との整理）

・介護保険法41条4項

関連する規制等

（利用者、ケアマネジメント）

• 自立支援に反する利用に
なる懸念

• 事業所ごとにｻｰﾋﾞｽ・価格
が多様化し、ケアプラン作
成が困難になる懸念

• ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰの業務負荷が
過大になる懸念

• 判断能力の低下した高齢
者に対し、不必要なサービ
スが提供される懸念

（事業者）

• 事業者が自費に偏り、質が
低下する懸念

• 給付に係る事務手続きが
煩雑になる懸念

• ローカルルールが増える懸
念

• スタッフのﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝが低
下する懸念

• 人材確保がより困難になる
懸念

（保険者）
• 給付費の増大を招く懸念

（利用者、ケアマネジメント）
※同上

（事業者）

• 給付に係る事務手続きが
煩雑になる懸念

• ローカルルールが増える懸
念

期待する効果 課題・懸念

「選択的介護」で想定されるニーズ、規制、期待する効果、課題・懸念
• これまでの検討結果を踏まえると、「選択的介護」において想定されるニーズ、規制、期待する効果、課題・懸念として
以下のようなものが挙げられる。
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(４) ＲＦＩ・事業者との意見交換の実施（平成 29年 5月～7月）

介護サービス事業者、介護関係以外の事業者、介護関係団体等に対して、情報提供・提案等

を募集した。加えて、応募があった全ての事業者と意見交換を実施し、モデル事業テーマ検討の

参考とした（図表 6～7）。 

RFI の結果等【応募等状況、意見交換の実施】 

出所：第 2 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 29 年 8 月 2 日） 

RFI の結果等【提案等の想定ニーズによる分類】

出所：第 2 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 29 年 8 月 2 日） 

○ 平成２９年５月１９日から６月９日まで情報提供・提案等を受付

○ １８者から情報提供・提案等
【内訳】 介護サービス事業者：１３、介護関係以外の事業者：４、介護関係団体：１

応募等状況

以下の日程により、応募のあった全ての事業者と意見交換を実施

○ 平成２９年６月２６日（月曜日）
生活協同組合・東京高齢協、株式会社やさしい手、 セントケア東京株式会社、豊島ケーブルネットワーク株式会社、
株式会社ニチイ学館・一般社団法人日本在宅介護協会・日本電気株式会社、有限会社マルシモ

○ 平成２９年６月２７日（火曜日）
ケアパートナー株式会社、株式会社日本ケアサプライ、株式会社ドリームＯＮＥ、株式会社大起エンゼルヘルプ、
株式会社早稲田エルダリーヘルス事業団、アースサポート株式会社、日本リック株式会社

○ 平成２９年７月３日（月曜日）
株式会社ツクイ、東電パートナーズ株式会社、ワタミ株式会社

意見交換の実施

提案等の想定ニーズによる分類 ※ 件数については、事業者が○を付した数であり、具体的な提案等記載のないものも含まれる。
※ また○が付いていないものの、詳細アイデアに含まれる場合も件数に含める。
※ 提案者数については、具体的な提案等記載があった事業者数
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(５) 第 2回有識者会議の開催（平成 29年 8月 2日）

平成 29 年 8 月 2 日、第 2 回有識者会議を開催し、RＦＩ等の結果を踏まえたモデル事業テー

マの評価、検討を行った。評価は、特区で取り組む意義、実現可能性、波及効果・影響の大きさ、

地域特性との合致等の点から実施し（図表 8）、平成 30 年度着手候補として、「2．短時間で提供

できる付加的な生活支援サービスの一体的提供」、「3．生活支援における ICT の活用のサポート

の一体的提供」、「4．居宅外／外出先での介護の提供」を選定した（図表 9）。 

モデル事業テーマの評価方法（事務局案）※第 2 回有識者会議時点 

出所：第 2 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 29 年 8 月 2 日） 

モデル事業実施に向けた対応方針（事務局案）※第 2 回有識者会議時点 

出所：第 2 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 29 年 8 月 2 日） 

評価項目 評価の考え方
評価方法

（○：10点、△：3点、×：0点）
評価の重み付け

特区で取り
組む意義

①現行法規制上
での実現の難しさ

現行規制で解釈次第で実現可能なテーマ
であれば、特区で取り組む意義に乏しく、法
規制の壁が高いほど意義が大きいと評価。

○：現行規制では実現不可
△：解釈次第で実現可能
×：現行法規制で問題なし

【20/100】
最大の特徴である特区活用の意義は重要
性が比較的高いため一定の重みを付ける。

実現可能性

②サービス提供事
業者の理解・意向

事業者の意欲があるテーマでなければ実現
性に乏しいため、事業者の理解が高く、取組

み意欲が高いほど、実現性が高いと評価。

○：取組意欲が高い
△：取組意欲が中程度

×：取組意欲が低い

【10/100】
事業者が参加を希望するかはモデル事業
の成功に不可欠であり一定の重みを付ける。

③ケアマネジャー
の理解・納得

マネジメントを担うケアマネジャーの理解、納
得が得られなければ実現可能性が乏しいと
想定し、ケアマネ意見を評価に加味。

○：理解・納得度が高い
△：理解・納得度が中程度
×：理解・納得度が低い

【20/100】
ケアマネジャーの理解がなければモデル事
業が成立しないため重要視する。

波及効果・
影響の大き
さ

④自立支援効果
（利用者視点）

保険給付との組み合わせを考えるうえでは、
「自立支援」に資するものであることは重要で
あるため、その影響について評価に加味。

○：効果あり
△：阻害はしない
×：阻害する可能性あり

【10/100】
選択的介護検討の基本としている考えであ
り、一定の重みを付ける。

⑤想定需要量
（利用者視点）

サービスの対象となる人口や、想定される需
要割合などから、需要者数を検討し、需要
者数が多い内容を、高く評価する。

○：想定需要者：多い
△：想定需要者：中程度
×：想定需要者：少ない

【10/100】
利用者のニーズがないと事業は成立せず、
効果がないため、一定の重みを付ける。

⑥効率化効果
（業界全体・事業
者視点）

業界及び事業者にとっての効果として、各取
組みの推進によって効率化が可能か、その
影響度の観点から評価する。

○：効率化につながる
△：効率化に繋がる可能性
×：効率化には繋がらない

【20/100】
業界構造の変革に貢献できれば事業の成
果・配給効果は大きいため重要視する。

⑦社会的インパク
ト

本取組みによって、介護業界に変革を及ぼ
し、社会課題の解消や給付効率向上等に影
響を与える可能性について評価する。

○：影響・効果が大きい
△：影響・効果は中程度
×：影響・効果は小さい

【10/100】
モデル事業の社会への影響、広がりを想定
し、評価の際に一定程度考慮。

地域特性と
の合致

⑧地域課題との親
和性

豊島区で実施することの意義を考慮し、豊
島区の地域特性や現状課題に合致する、
親和性が高いテーマには加点評価を行う。

+5点：豊島区課題に合致
+2点：区課題にやや関係
加点なし：特に関係なし

（加点項目のため重み付け対象外）

大項目 中項目 小項目 各事業者の提案概要
事業アイ
デア評価

対応に要
する時間

対応方針
（案）

Ⅰ．介護保
険サービス
と保険外
サービスの
同時・一体
的提供

居宅内

１．介護を担う家族分の家事の支
援

利用者家族の調理・掃除・洗濯、買物等

利用者家族向けに弁当提供、栄養指導・栄養管理 △ 短
【対応方針③】
継続検討

２．短時間で提供できる付加的な
生活支援サービスの一体的提供

ペットの世話、電球交換、窓拭き、話し相手、共有部の掃除、日常品以外

の買物代行、健康チェック、庭の手入れ、書類の仕分け、手続き支援等 ○ 短
【対応方針①】
30年度着手候補

３．生活支援におけるICTの活用の
サポートの一体的提供

生活支援におけるICTの活用のサポートの一体的提供

（服薬管理、カメラの設置、モーション（人感）センサー、ケアコール端末、
IoT機器等）

△ 中～短
【対応方針①】
30年度着手候補

（人員配置基準を緩和する場合） ○ 中～短
【対応方針③】
継続検討

居宅外・外出
先

４．居宅外／外出先での介護の提
供

通院介助と買物支援の組み合わせ、入院中、病院内の介護、金融機関、

墓参り、旅行への同行
その他（趣味の外出、孫の運動会、結婚式）への同行等

○ 短
【対応方針①】
30年度着手候補

通所介護

５．利用者に対するデイサービスの
場での保険外サービスの提供

買物支援、健康関連グッズ販売、弁当販売、コインランドリーサービス等 △ 短
【対応方針②】
31年度着手候補

６．送迎経路上の立ち寄り、途中乗
車・下車

帰宅時のCVSやスーパーへの買出し ・

帰宅時の受診等 ○ 中
【対応方針②】
31年度着手候補

７．介護給付利用者以外へのサービ
ス提供

要介護状態が改善した「卒業」した人向けサービス × 中
【対応方針④】
方針・課題整理

学童保育 × 中
【対応方針④】
方針・課題整理

Ⅱ．介護保
険サービス
に付加価値
を付けた部
分への料金
設定

付加価値に応
じた上乗せ料
金

１．付加価値に応じた上乗せ
（かつ、同時・一体的にサービス提
供）

外国語や方言、手話、栄養士、エステティシャン、家電・IT機器の知識が豊
富など、ヘルパーが有する資格や技能、経験値に対して、追加料金を設定
利用者・家族から要望のあった スタイル に対応可能なスタッフを含む複数
名で構成されるチームを編成し、継続的なチームケア行う「パーソナルス

タッフ制度」

△ 中～長
【対応方針③】
継続検討

繁忙期や経費
上昇時の上乗
せ料金

２．介護報酬では充当しきれない
追加費用相当分の上乗せ

年末年始、大型連休などの介護スタッフの確保が困難となる時期について、
事業所ごとに割増料金を設定、一方で、介護スタッフが充足している時期に
ついて、同様に割引料金を設定、利用者都合による時間指定に対し、時間
指定料金を導入

△ 中～長
【対応方針③】
継続検討
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(６) 選択的介護モデル事業ワーキンググループの開催（平成 29年 8月～9月）

前記（4）の RFI の結果に基づき、モデル事業の実施内容を具現化するにあたり、利用者の視

点からモデル事業実施にあたっての実務レベルでの課題整理や運用ルール等の検討を行うた

め、ケアマネジャーを中心としたワーキンググループを実施した（図表 10）。（事務局：豊島区及び

東京都） 

また、ワーキンググループで出された検討課題について、より具体の議論を行うため、ワーキン

ググループのケアマネジャー（20 名）によるグループワークを複数回実施した（図表 11～12）。な

お、ワーキンググループおよびグループワークでの検討結果については後記（9）の第 3 回有識者

会議にて報告を行った。 

ワーキンググループの位置付け 

出所：第 2 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 29 年 8 月 2 日） 

ワーキンググループ、グループワークの構成 

出所：第 3 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 29 年 10 月 17 日） 

豊島区 東京都

有識者会議ワーキンググループ
• 調査・検討結果
の報告

• 設置・検討指示

• 支援

○ ワーキンググループメンバー
有識者会議委員２名、ケアマネジャー２０名、作業療法士１名、
区内訪問介護事業者６名（サービス提供責任者２名、管理者等４名） 計２９名

○ グループワークメンバー
ワーキンググループメンバーのケアマネジャー２０名
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ワーキンググループ、グループワークの実施状況 

出所：第 3 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 29 年 10 月 17 日） 

(７) 国家戦略特区ワーキンググループ（平成 29年 8月 21日）

平成 29 年 8 月 21 日、国家戦略特区ワーキンググループにおいて、選択的介護モデル事業

の検討状況について報告を行った（図表 13～16）。同ワーキンググループでは、介護保険サービ

スと保険外サービスを組み合わせて提供する際の基本的な考え方が厚生労働省から改めて示さ

れた（図表 17～18）。 

東京都提出資料① 

出所：国家戦略特区ワーキンググループ 東京都資料（平成 29 年 8 月 21 日）

○ 第１回選択的介護モデル事業ワーキンググル―プ
【実 施 日】 平成２９年８月１０日（木曜日）
【実施内容】 有識者会議での検討状況・RFI結果等の情報共有、今後の進め方について等
【参加人数】 １５名

○ 第１回選択的介護モデル事業WGグル―プワーク（全５回）
【実 施 日】 平成２９年８月１８日（金曜日）、２２日（火曜日）、２３日（水曜日）、２４日（木曜日）、９月４日（月曜日）
【実施内容】 第１回ワーキンググループの報告、事例検討、選択的介護におけるケアマネジメントの関わり方、

サービスメニュー案について
【参加人数】 ３６名（延べ人数）

○ 第２回選択的介護モデル事業ワーキンググル―プ
【実 施 日】 平成２９年９月１５日（金曜日）
【実施内容】 グループワークでの検討結果およびサービスメニュー案について、利用者アンケートについて
【参加人数】 １４名

○ 第２回選択的介護モデル事業WGグル―プワーク
【実 施 日】 平成２９年９月２０日（水曜日）
【実施内容】 第２回ワーキンググループの報告、利用者アンケートの実施について
【参加人数】 １５名



11 

東京都提出資料② 

出所：国家戦略特区ワーキンググループ 東京都資料（平成 29 年 8 月 21 日）

東京都提出資料③ 

出所：国家戦略特区ワーキンググループ 東京都資料（平成 29 年 8 月 21 日） 
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東京都提出資料④ 

出所：国家戦略特区ワーキンググループ 東京都資料（平成 29 年 8 月 21 日） 

厚労省提出資料① 

出所：国家戦略特区ワーキンググループ 厚生労働省資料（平成 29 年 8 月 21 日） 
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厚労省提出資料② 

出所：国家戦略特区ワーキンググループ 厚生労働省資料（平成 29 年 8 月 21 日） 
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(８) 国家戦略特別区域諮問会議（第 31回）（平成 29年 9月 5日）

平成 29 年 9 月 5 日、国家戦略特別区域諮問会議（第 31 回）において、平成 30 年度早期に

モデル事業に着手できるよう、介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合

の「明確な区分」の方法等について、法令上の解釈を明確にするよう国に対して要望を行った（図

表 19）。 

国家戦略特別区域諮問会議における要望事項 

出所：国家戦略特別区域諮問会議（第 31 回）資料（平成 29 年 9 月 5 日） 

○ ３０年度実施予定

都及び豊島区においては、事業者実態等を把握し、介護保険サービスの公正性確保
などへの適切な配慮・措置を講じながら、「明確な区分」の方法等を２９年中に整理
豊島区において、３０年度からモデル事業を実施し、効果や問題点を検証

 介護を担う家族分の家事支援の一体的提供（家族分の食事の調理、洗濯等）

 利用者本人向けの短時間で提供できる付加的な生活支援サービスの
一体的提供（ペットの世話、家電不具合の調整等）

平成３０年度早期にモデル事業に着手できるよう、国においては、都及び豊島区
での整理等に対し、法令上の解釈を明確にしていただきたい。

検討中のモデル事業

「明確な区分」が不明瞭なことによる不都合

☑ 家族分の食事は、要介護者分の調理が終わった後に、保険外として調理
☑ ペットの世話や花の水やりは、ヘルパーがエプロンを取り換える等の対応あり
☑ デイサービスの送迎は、利用者が自宅途中のスーパーでの降車を希望しても、降ろせない

○現状、介護保険サービスと保険外サービスを同時・一体的に提供する場合は、「明確
な区分」が求められる。

⇒しかしながら、「明確な区分」の方法等が不明瞭なため、保険者も、事業者も二の足

課 題



15 

(９) 第 3回有識者会議の開催（平成 29年 10月 17日）

平成 29 年 10 月 17 日、第 3 回有識者会議を開催し、（6）の選択的介護モデル事業ワーキン

ググループ及び（8）の国家戦略特別区域諮問会議等の報告を行った。また、選択的介護モデル

事業実施に向けた各種素案の提示、検討を行った。 

(１０) 第 4回有識者会議の開催（平成 29年 12月 26日）

平成 29 年 12 月 26 日、第 4 回有識者会議を開催し、平成 30 年度から実施するモデル事業

の概要を提示した。 

実施内容について、「一定の条件を満たせば現行のルールにおいても実施できるもの」と、「現

行のルールにおいて明らかに実施不可とされているもの」の２つに分類し（図表 20）、以下の１）又

は２）について、3 つのテーマで実施事業者の公募を行うこととした。 

１) 指定訪問介護と保険外サービスを柔軟に組み合わせて提供するもの 

２) 指定訪問介護と保険外サービスを同時一体的に提供するもの（国家戦略特区の認定が得

られた場合は実施可能） 

• テーマ 1：居宅内での選択的介護 

 指定訪問介護のサービスと、利用者や家族が選ぶ保険外サービスを柔軟に組み合

わせて、日常生活を支援するサービス 

• テーマ 2：居宅外での選択的介護 

 指定訪問介護のサービスと、保険外サービスの外出支援を組み合わせることで、利

用者の意向に合わせた外出を支援するサービス 

• テーマ 3：見守り等のサービス 

 指定訪問介護のサービスに加えて、保険外サービスによる ICT 機器等を活用した

見守り等のサービス 

なお、平成 30 年度から実施する選択的介護モデル事業は「１）指定訪問介護と保険外サービ

スを柔軟に組み合わせて提供するもの」とし、「２）指定訪問介護と保険外サービスを同時一体的

に提供するもの（国家戦略特区の認定が得られた場合は実施可能）」については、事業者からの

提案内容を整理したうえで、実施について継続検討を行うこととした。 

 加えて、モデル事業の実施にあたり、利用者保護の観点から、介護保険サービスと保険外サー

ビスの明確な区分を担保するための仕組みについての整理を行った（図表 21～22）。 
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選択的介護モデル事業実施に向けた考え方 

出所：第 4 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 29 年 12 月 26 日） 

選択的介護モデル事業実施にあたっての仕組み 

出所：第 4 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 29 年 12 月 26 日） 

選択的介護モデル事業実施に向けた考え方
• これまで、利用者のニーズの把握、事業者のニーズの把握、ケアマネジャーＷＧにおける検討、有識者会議における検討を経て、在宅や
通いの場など複数の場面における「選択的介護」の具体的な内容（サービスイメージ）を整理したところ。

• 整理されたサービス内容の中には、現行のルールにおいて明確に実施することが不可とされているもの（保険内外の同時一体的な提供
や送迎途中での下車等）と、一定の条件（保険内外を明確に区分すること等）を満たせば実施できるもの（訪問介護サービスと連
続して（保険内サービスの間に）保険外サービスを提供する等）の２つに整理できる。

• 今後、モデル事業の実施に向けては、これら２つの領域それぞれに以下のような取り組み方針をもって準備を進めることとしたい。

選
択
的
介
護
と
し
て
期
待
さ
れ
る

場
面
や
サ
ー
ビ
ス
内
容

高齢者・
家族のニーズ

事業者の
ニーズ

ケアマネジャー
WGでの検討

有識者会議
での検討

一定の条件を満たせば
現行のルールにおいても
実施可能なｻｰﾋﾞｽ内容

現行のルールでは
明らかに実施

不可能なｻｰﾋﾞｽ内容

実施可否による分類 モデル事業での取り扱い

• 現行ルールの趣旨を
踏まえ、保険者とし
て独自ルールを設定

• 本ルールの妥当性を
特区の仕組みを活
用し確認

• ニーズやメリット/想定
課題への対応策を
併せて特区提案

• 特区認定を受けて
から実施（※特区
認定を仮定して事業
者募集）

具体的な内容(抜粋)
• 利用者が区分を理
解できること、不適正
な保険給付にならな
いことを担保する仕
組み(ケアプランチェッ
ク、モニタリング/報告
等）を構築・導入

• 緩和を希望する規
制項目を特定し、緩
和に伴う想定課題へ
の対応策を併せた要
望書をとりまとめ、特
区ＷＧに提案

選択的介護モデル事業実施にあたっての仕組み
選択的介護モデル事業の実施においては、利用者保護の観点から、介護保険サービスと保険外サービスの明確
な区分を担保するため、以下の取り組みを行う。

（１）選択的介護モデル事業の趣旨等説明の徹底

（２）保険外も含めた適切なケアマネジメントの実施

（７）苦情・相談窓口の明確化

（６）実地指導

（５）事業実施状況に関する報告

（４）サービス提供に関する計画の作成・記録の整備

（３）契約書等での利用者保護に関する規定の整備

（８）地域ケア会議の活用

（９）ケアプラン点検
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検討課題に対応した仕組みの整理 

出所：第 4 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 29 年 12 月 26 日） 

・不明朗な形で料金が徴収されるおそれ
・事実上保険外負担をしないとサービスが受けられなくなるおそれ
➫ 利用者負担が不当に拡大するおそれ

・保険給付の範囲を越えたサービスが保険請求されるおそれ
➫ 給付費の増加に繋がるおそれ

➫ トラブルが生じた際の救済をどうするか

➫ 介護（保険）制度の理念たる自立支援・重度化防止を阻害するおそれがないか

➫ ルールを緩和した場合にかかる追加の行政コストがメリットに見合うか

選択的介護モデル事業の趣旨等説明の徹底、保険外も含めた適切なケアマネジメントの実施、
契約書等での利用者保護に関する規定の整備、サービス提供に関する計画の作成・記録の整備、
事業実施状況に関する報告、実地指導、ケアプラン点検

保険外も含めた適切なケアマネジメントの実施、サービス提供に関する計画の作成・記録の整備、
事業実施状況に関する報告、実地指導、ケアプラン点検

契約書等での利用者保護に関する規定の整備、苦情・相談窓口の明確化

選択的介護モデル事業の趣旨等説明の徹底、保険外も含めた適切なケアマネジメントの実施、
地域ケア会議の活用、ケアプラン点検

選択的介護モデル事業の趣旨等説明の徹底、苦情・相談窓口の明確化、地域ケア会議の活用、
ケアプラン点検

検討課題に対応した仕組みの整理
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(１１) 国家戦略特区ワーキンググループ（平成 30年 4月 6日）

平成 30 年 4 月 6 日、国家戦略特区ワーキンググループにおいて、選択的介護モデル事業の

実施に向けた公募等の状況について報告を行うとともに、実施スキーム（利用者保護の観点から、

介護保険サービスと保険外サービスの明確な区分を担保するための仕組み等）について説明を

行った（図表 23～27）。 

東京都及び豊島区が報告した平成 30 年度モデル事業案について、厚生労働省は、介護保

険サービスと保険外サービスとを明確に区分する等のルールに照らして支障ない旨の見解を示し

た。 

東京都・豊島区提出資料① 

    出所：国家戦略特区ワーキンググループ東京都・豊島区提出資料（平成 30 年 4 月 6 日） 

東京都・豊島区提出資料② 

     出所：国家戦略特区ワーキンググループ東京都・豊島区提出資料（平成 30 年 4 月 6 日） 
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東京都・豊島区提出資料③ 

    出所：国家戦略特区ワーキンググループ東京都・豊島区提出資料（平成 30 年 4 月 6 日） 

東京都・豊島区提出資料④ 

    出所：国家戦略特区ワーキンググループ東京都・豊島区提出資料（平成 30 年 4 月 6 日） 



20 

東京都・豊島区提出資料⑤ 

    出所：国家戦略特区ワーキンググループ東京都・豊島区提出資料（平成 30 年 4 月 6 日） 

(１２) 第 5回有識者会議の開催（平成 30年 5月 16日）

平成 30 年 5 月 16 日、第 5 回有識者会議を開催し、公募・選定結果の報告を実施した（図表

28～31）。

選択的介護モデル事業 公募・選定結果 

出所：第 5 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 30 年 5 月 16 日） 
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選択的介護モデル事業 提案内容（居宅内での選択的介護） 

出所：第 5 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 30 年 5 月 16 日）

選択的介護モデル事業 提案内容（居宅外での選択的介護） 

出所：第 5 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 30 年 5 月 16 日） 

選択的介護モデル事業 提案内容（見守り等のサービス） 

出所：第 5 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 30 年 5 月 16 日）

サービス内容 料金設定（税込）

事業者

同
居
家
族
分
の
家
事

本
人
が
行
う
同
居
家
族

分
の
家
事
の
支
援

ペ
ッ
ト
の
世
話

庭
掃
除
や
客
間
の
片
づ

け電
球
・
蛍
光
灯
の
付
け

替
え

電
子
機
器
の
操
作
確
認

本
人
と
一
緒
に
食
事
を

す
る

本
人
の
話
し
相
手

宅
配
・
ネ
ッ
ト
注
文
サ

ポ
ー
ト

書
類
の
確
認
・
分
別

日
用
品
以
外
の
買
い
物

そ
の
他

パッケージ料金
（最少時間単位の設定金額）

ａ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
■自治体への手続き代行等

＊現金の支払いなどは除く
１時間 3,240円/月

ｂ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

■日常生活範囲外の掃除・害虫駆除
■家屋の簡単な修繕・家具の組み立て・解体・障子・襖・
網戸の張り替え
■趣味等の相手（将棋・麻雀・ゲーム・トランプ等）

２時間 4,968円/月

ｃ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ■ペットの餌やり・水やり、小屋・トイレの掃除 ２時間 7,128円/月

ｄ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

■ゴミ出し（粗大ゴミの搬出含む）

■生前整理
■24時間の安否確認（夜間・深夜帯に頻回に訪問し、室温
確認等を行う）

■介護タクシー等の手配
■分包された薬の配置等

5,000円コース/月

（5分程度×10回、30分程度×2回）

ｅ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ■大掃除・エアコンフィルター掃除等
①生活援助 １時間 2,000円/月

②身体介助 １時間 2,500円/月

ｆ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
■熱中症予防のための室温管理や水分補給等の生活上のア
ドバイス（見守りサービスによる見守り情報を活用す
る。）

１時間 3,456円/月

ｇ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ １時間 3,000円/月

ｈ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ １時間 3,600円/月

ｉ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ １時間 2,000円/月

ｊ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ １時間 2,700円/月

サービス内容 料金設定（税込）

事業者

日
用
品
以
外
の
買
い
物

（
介
護
給
付
で
は
で
き
な

い
デ
パ
ー
ト
等
へ
の
買
い

物
）
へ
の
同
行

趣
味
等
（
区
民
ひ
ろ
ば
や

図
書
館
等
）
へ
の
同
行
支

援 散
歩

施
設
に
入
所
・
病
院
に
入

院
し
て
い
る
家
族
へ
の
面

会
・
お
見
舞
い
の
同
行

お
墓
参
り
へ
の
同
行

外
出
先
へ
の
送
迎

（
介
護
給
付
で
は
認
め
ら

れ
な
い
）
院
内
介
助

そ
の
他

パッケージ料金
（最少時間単位の設定金額）

ａ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ２時間 8,640円/月

ｂ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
■ペットの散歩の同行支援
■美容・健康施設（美容院・ネイルアート・
エステ・温泉・マッサージ）等への同行

２時間 4,968円/月

ｃ者 ○ ○ ２時間 7,128円/月

ｄ者 ○ ○ ○ ○ ○
■本人と共に家族、知人やペットと散歩
■銭湯への同行、介助
■冠婚葬祭への同行

8,000円コース/月（30分程度ｘ5回）

ｅ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
①生活援助 １時間 2,000円/月
②身体介助 １時間 2,500円/月

ｆ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ １時間 3,456円/月

ｇ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ １時間 3,000円/月

ｈ者 ○ ○ ○ ○ ○ １時間 3,600円/月

ｉ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ １時間 2,000円/月

ｊ者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ １時間 2,700円/月

【ｄ者】
■ Ｗｅｂカメラを利用した利用者の状況把握と必要に応じた訪問介護員の訪問
➢ 定期的な、画像・センサーによる利用者の状況把握
➢ 異常を把握し、訪問介護員が訪問・通報等の対応を行う
（サービス提供方法）
・ネットワークシステムを有償で利用者に貸与・設置
・カメラ・センサーで利用者の状況等を把握するほか、映像を確認しながらの会話や、センサーで検知した
情報を医療と連携、お薬カレンダーの監視、遠隔での温度調節などを複数のプランから選択可能
・訪問介護との連携・ケアマネジャーや主治医との（センサーからの情報の）連携

【ｆ者】
■ ＩＣＴ機器で取得される見守り情報を訪問介護の頻度や時間帯に反映。訪問した際の生活上の
アドバイス（熱中症予防のための室温管理や水分補給等）に活用

■ 事業者がアラート通知を受けたときは、利用者への電話による状態確認。必要に応じ家族等への連絡
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(１３) 国家戦略特別区域会議（平成 30年 5月 30日）

平成 30 年 5 月 30 日、国家戦略特別区域会議（第 21 回東京圏国家戦略特別区域会議）に

おいて、平成 30 年 8 月より、豊島区内で選択的介護モデル事業を開始し、効果や課題の検証を

行うことを報告した（図表 32～34）。 

東京都提出資料① 

出所：第 21 回東京圏国家戦略特別区域会議東京都提出資料（平成 30 年 5 月 30 日） 

東京都提出資料② 

出所：第 21 回東京圏国家戦略特別区域会議東京都提出資料（平成 30 年 5 月 30 日）
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東京都提出資料③ 

出所：第 21 回東京圏国家戦略特別区域会議東京都提出資料（平成 30 年 5 月 30 日） 

(１４) 第 6回有識者会議の開催（平成 30年 9月 14日）

平成 30 年 9 月 14 日、第 6 回有識者会議を開催し、平成 30 年度モデル事業の進捗状況及

び検証事項の確認、令和元年度モデル事業で実施するサービスモデルの検討を行った。 

令和元年度モデル事業での実施内容について、平成 29 年度までの検討テーマに加えて新た

な検討案を追加して再整理を行った。そのうえで「利用者側に明確なメリットがあり一定の需要が

見込まれるか」、「新たな付加価値を創出できるか」、「ステークホルダーの協力が得られるか」の 3

段階のスクリーニングにより評価、絞り込みを行い、有望テーマの素案を提示した（図表 35～36）。 
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令和元年度新サービスモデル検討・評価の基本方針 

出所：第 6 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 30 年 9 月 14 日） 

令和元年度モデルで取り上げる有望テーマ 

出所：第 6 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 30 年 9 月 14 日） 

令和元年度新サービスモデル検討・評価の基本方針

• 30年度モデル検討段階では多面的な視点からサービス候補を検討、実施モデルを選定した。
• 令和元年度新サービスモデルについては、29年度からの検討に加え、事業者やケアマネジャーとの検討等を通じて、より
評価の視点をブラッシュアップし、メリハリをつけることが必要である。

• そこで、以下のような3段階程度のスクリーニングにより評価することを想定。具体的には、「選択的」介護であることを鑑
み、利用者の視点に立って需要が見込まれるかどうかを最重要視する。

利用者側に明確なメリットがあり
一定の需要が見込まれるか？

• 「選択的介護」は利用者の選択により、より便利
で効果的なサービスとすることを期待しているもの
であり、まずは利用者サイドの需要が見込まれる
かを軸とする

候補

候補

候補

候補

候補

候補

候補

候補

候補

候補

候補

候補

候補

候補

候補 候補

第一段の絞り込み

第二段の絞り込み

新たな付加価値を
創出できるか？

• モデル事業で行うことで、抜本的な付加価値創
出の可能性があるかについて考慮する

• 個別最適なサービス提供につながるかも加味する

ステークホルダーの
協力が得られるか？

• 選択的介護を提供するプレーヤーやケアマネ
ジャー等、サービス提供に直接関与するステーク
ホルダーの理解、納得が得られ、サービス拡大の
可能性があるかを加味する

評価・検討イメージ（案）

令和元年度モデルで取り上げる有望テーマ（現段階の主な素案）

• 令和元年度モデルに向けて取り上げるべきテーマとして現段階で有力な素案は以下のとおり。
• 通り個人のニーズに沿ったサービス提供を可能とするようなテーマの中でも、特に規制緩和が不可欠なテーマを取り上げ
ることを想定。

デイサービスの送迎における
途中下車・立ち寄り、
車両の有効活用

デイサービスにおける
多様なサービスの提供

ICTデバイスやロボット活用
による柔軟なサービス提供
※30年度モデルよりも踏み込んだ内容

• デイサービスの送迎の途中における下車や立ち寄りを、
有償（全額自費）で提供するサービス

• 事業者の保有する資源（福祉車両）が空いている
時間帯に、地域の交通事業者等向けに有償で貸与
するサービス

• デイサービスにおいて、利用者を対象に、個別的な
ニーズに応じた多様なサービスを組み合わせて提供す
る

• ニーズはあるが現行の規制・ルールの下では実施が難
しいサービス（例：薬の受け渡しや服薬指導、個別的継続的な
栄養指導など）の提供を想定

• 30年度モデルの想定よりもさらに多様で柔軟なサービ
ス提供を実現する

• 例えば、デイサービスにおけるICTデバイスやロボットを
活用した個別的なプログラムの提供、訪問介護におけ
る利用者ニーズに合わせた適時・適切な短時間頻回
訪問介護の提供、ケアマネジメントにおけるモニタリン
グの充実などを想定

• 道路運送法の規制緩和が必要
と考えられる

• デイサービスにおける服薬指導等
を報酬対象とするには、薬機法
や薬剤師法の緩和が必要

• (参考)デイサービスにおける保険
外サービスの提供については、規
制改革実施計画に基づき厚労
省が通知発出見込み

• 発出予定の厚労省通知の内容
を踏まえるとともに、サービス種別
や条件によっては、人員・設備や
運営に関する基準の緩和が必要
となる可能性がある
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(１５) 厚生労働省通知「介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取

扱いについて」（老振発 0928第 1号）発出 ※通知の内容については参考資料を参照

平成 30 年 9 月 28 日、厚生労働省通知「介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせ

て提供する場合の取扱いについて」(老振発 0928 第 1 号)が発出された。 

同通知では、介護保険サービスと保険外サービスの柔軟な組み合わせの実現を図る観点か

ら、訪問介護における、介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供することに関す

るルールや、通所介護における、サービス提供中の利用者に対し保険外サービスを提供する際の

ルール等について整理がなされた。 

なお、同通知内容の検討は、本モデル事業の実施と並行して行われており、利用者保護のた

めの取り組み等、本モデル事業において検討・整理した仕組みが、同通知内容に一部盛り込まれ

た。 



26 

(１６) 第 7回有識者会議の開催（平成 30年 12月 26日）

平成 30 年 12 月 26 日、第 7 回有識者会議を開催し、平成 30 年度モデル事業の進捗状

況の報告と効果等検証のための調査方針の確認、令和元年度モデル事業で実施するサービス

モデルの検討を行った。 

令和元年度モデル事業での実施内容については、事業者に対するヒアリング調査等を通じて

把握した利用者のニーズ状況、事業者としての考え方を踏まえて再検討を行い、コンセプト案、有

望テーマ案を提示した。（図表 37） 

ニーズ調査等を踏まえた有望テーマ案（再検討案） 

出所：第 7 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 30 年 12 月 26 日） 

(１７) 第 8回有識者会議の開催（令和元年 6月 4日）

令和元年 6 月 4 日、第 8 回有識者会議を開催し、平成 30 年度モデル事業の効果等検証

結果の報告と令和元年度モデル事業の実施概要案を提示した。 

第 7 回有識者会議で提示した有望テーマ案について、関係省庁との協議及び事業者への調

査等の結果を踏まえた実施概要案を提示し、以下の 3 つのテーマで公募を行うこととした（図表

38～39）。 

• テーマ 1：デイサービスの機能を活用した在宅生活支援 

• テーマ 2：デイサービスの場を活用した健康・療養支援 

• テーマ 3：IoT 等を活用した在宅高齢者の支援 

• デイサービス等の機能及び「場」を有効に活用し、要介護高齢者の「生活」「フィジカル」「メンタル」についてトータルにサポートする
ことで、自立支援・重度化防止等を推進。そのために多様なサービス提供を実現する。

• デイサービスを中核（拠点）として要介護高齢者をトータルにサポートできるサービスを提供することで、訪問介護等の給付適
正化やヘルパー不足にも対応することを目指す。

• 活用できる部分には先端の技術（AIやIoT等）も活用することで効率性と効果の向上を図る。

ニーズ調査等を踏まえた有望テーマ案（再検討案）

• 事業者に対するヒアリング調査等を実施し、利用者のニーズ状況、事業者としての考え方を踏まえ、以下のようなコンセプト、有望テーマ
案について再検討、修正案とした。

(1)デイサービスの機能を活用
した高齢者の在宅生活支援

(2)デイサービスの場を活用した
高齢者の健康・療養支援

(3)AI等を活用した生活リズム
の維持・回復支援と
お手軽リハ提供

① デイサービスの外出支援と組み合わせて日常で必要
な用事への対応支援を提供するサービス（サービス提
供時間内の必要な支援として提供）
② デイサービス利用者のデイサービスを利用しない日の
外出（用事）を支援するサービス（デイサービスの車
両、運転手等の空き時間等を利用）

 デイサービスの場でのお薬相談等を実施するサービ
ス（デイサービスのプログラムの一環として実施し、
利用者の相談をデイサービス職員も同席して実施
し、以降のデイサービスでの対応にも役立てる）

① AI等機器を駆使し、最適な生活リズムの回復を多
職種のチームで支援するサービス
② AI等機器を駆使し、最適なリハメニューをより身近
な場所で提供するサービス

① サービス提供時間から除外しない（現状と比べてデイ
の報酬が減らない）よう配慮することが必要
① 保険外サービスとして提供する場合、保険部分と保
険外サービスの費用を明確に区分することが必要
①②道路運送法の規制緩和が必要と考えられる
② 空き時間の資源（車両、運転手）を活用することで
デイサービス本体に影響が出ないことの担保

 実施内容によっては、薬局、居宅以外での薬剤師業
務の実施（現在は薬剤師法等により不可）を可能
とすることが必要

 デイサービスにおける機能向上のための訓練・プログラ
ムの一環という位置付けを前提に検討することが必要

① 密なモニタリング等を行うことに対する関連事業者等の
インセンテイブ確保が必要となる
② デイサービスで個人向けに作成するプログラムを保険
外サービスとして提供することが可能かの確認が必要

＜想定サービス＞ ＜留意点＞

Ｈ31モデルのコンセプト（案）
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なお、令和元年度モデル事業で実施するサービスモデルは現行制度内で実施できるものから

着手し、実績を踏まえ特区提案等を検討することとした（図表 40）。 

また、令和元年度モデル事業の公募に合わせて、平成 30 年度モデル事業の追加公募も実施

することとした。 

関係省庁との協議結果及び事業者への調査結果 

出所：第 8 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（令和元年 6 月 4 日） 

1-2. 関係省庁との協議結果及び事業者への調査結果

• １～３の各テーマについて、関係省庁との協議及び事業者への調査等を実施した。

1.デイサービスの機能を活用し
た高齢者の在宅生活支援

2.デイサービスの場を活用した
高齢者の健康・療養支援

3.AI等を活用した生活リズム
の維持・回復支援と
お手軽リハ提供

• 病院や薬局等への外出支援について、機能訓練に資す
るものとしてあらかじめ通所介護計画に位置付けていれ
ば、保険内でも実施できる可能性あり。

• 道路運送法上の許可等を不要とすることや要件緩和
(営利法人の福祉有償運送実施) を行うことは安全管
理の観点から困難

• 薬局や居宅等で服薬指導を行った薬剤についてデイサー
ビスの場で薬剤師が相談・助言（保険外サービス）等
を行うことは、薬剤師が調剤や服薬指導を行う場所等を
規定している薬剤師法及び医薬品医療機器等法に抵
触するものではない（ただし、当該時間帯は、デイの
サービス提供時間から除外が必要）。

• 現行制度の範囲内でサービス提供可能。
• 将来的に規制緩和の提案を視野に入れているのであれ
ば、モデル事業の実施によりエビデンス（成功事例）を
蓄積し、効果を立証されたい。

＜関係省庁からの意見＞
• 4割の事業所が保険内で外出支援を実施している。
• 半数近くの事業所が、利用者から病院・薬局等への外出
支援の要望があるが、対応できていない。

• 複数の事業所から、外出支援のルールを明確化して欲し
いという意見あり

• 2割の事業所が、新サービス（病院・薬局等への外出）へ
の参加意向あり

• 営利法人による福祉有償運送については、金額面や人員
面から参加事業者を得ることが困難な状況

• 半数以上の事業所が利用者から薬を預かっている。
• 一定数の事業所が利用者から服薬に関する相談を受
けている。

• 一定数の事業所が、事業所として薬剤師に相談したい
ことがあると回答。

• 一定数の事業所が、新サービス（お薬相談等）に関し
て利用者が想定できると回答。

• ・豊島区において、ICTベンダーと豊島区内介護事業者
とのマッチング会を実施。

• ・「生活リズムの維持・回復支援」について複数の事業
者から参画意向の意思表示あり（デイのプログラムを居
宅等で利用（遠隔参加）するサービスについては、参画
見込事業者なし）。

＜事業者への調査結果等＞

(関連法規：道路運送法)

(関連法規：薬剤師法等)

(関連法規：特になし)
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新サービスの実施概要（案） 

出所：第 8 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（令和元年 6 月 4 日） 

新サービスの進め方（案） 

出所：第 8 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（令和元年 6 月 4 日） 

1-3. 新サービスの実施概要（案）

• 関係省庁との協議及び事業者への調査結果（前ページ）を踏まえ、以下の内容で実施してはどうか。

＜サービス概要＞

• デイサービスにおける車両等を活用した外出支援(保険内)として実施可能な内容の明確化（想定事
例のリスト化）、それに伴う外出支援の多様化の推進。

• 上記実施により、規制緩和が必要となる新たなニーズが出てきた場合に特区提案を検討。
※営利法人による福祉有償運送の実施については、関係省庁との協議及び豊島区内通所介護事業
所への調査の結果、実施が困難なため、見送りとしてはどうか。

• デイサービスの場で、薬剤師による利用者へのお薬相談等を保険外サービスとして実施(デイサービス職
員が同席し、服薬の適正化につなげることも想定)
※上記サービスの実施と並行し、デイサービスの算定時間から除外を不要とする可能性や、診療報酬・
介護報酬の対象とする可能性を検討。

• 最適な生活リズムの把握、家族や関係する多職種のチームで支援するサービスを実施。
• 効果検証の結果、十分な成果（エビデンスの蓄積）が得られた場合は、必要な規制緩和の可能性を
検討。
※デイサービスのプログラムを居宅等で利用（遠隔参加）するサービスについては、参画見込事業者が
見込めないことから見送りとしてはどうか。

１.デイサービスの機能を活用
した在宅生活支援

２.デイサービスの場を活用した
健康・療養支援

３.IoT等を活用した
在宅高齢者の支援

(関連法規：道路運送法)

(関連法規：薬剤師法等)

(関連法規：特になし)

＊上記３.については、サービス内容に沿った名称に変更
（「AI等を活用した生活リズムの維持・回復支援とお手軽リハ提供」⇒「IoT等を活用した在宅高齢者の支援」）

(＊)

1-4. 新サービスの進め方（案）

• 新サービス（前ページ）の実施にあたっては、以下の要領で進めてはどうか。

＜第１段階＞
現行制度で
実施できるもの
から着手

＜第２段階＞
必要に応じて
特区提案等

【１.デイサービスの機能を活用した在宅生活支援】
○ 保険内の外出支援として実施可能なサービスを明確化(高齢者の多様なニーズに対応する外出支援の推進)

【２.デイサービスの場を活用した健康・療養支援】
○ 実施スキームについて介護事業者や区薬剤師会等と調整の上、デイサービスの場でのお薬相談等を実施

【３.IoT等を活用した在宅高齢者の支援】
○ 最適な生活リズムの把握及び回復を多職種のチームで支援

【１.デイサービスの機能を活用した在宅生活支援】
○ 上記実施により、規制緩和が必要となる新たなニーズが出てきた場合に特区提案を検討

【２.デイサービスの場を活用した健康・療養支援】
○ 上記実施を踏まえ、保険外サービス実施時間帯について、デイサービスの算定時間からの除外を不要とする
特区提案や、診療報酬・介護報酬の対象とする可能性を検討

【３.IoT等を活用した在宅高齢者の支援】
○ 効果検証の結果、十分な成果(エビデンスの蓄積)が得られた場合は、必要な規制緩和の可能性を検討
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(１８) 第 9回有識者会議の開催（令和元年 10月 9日）

令和元年 10 月 9 日、第 9 回有識者会議を開催し、令和元年度モデル事業の公募・選定結果

の報告を実施した（図表 41～42）。 

令和元年度モデル事業については、各応募事業者へのヒアリング等を実施。提案された各サ

ービスの実施上の課題等を踏まえ、現行制度内で実施できるサービスから実施することとした。 

令和元年度モデルの公募・選定結果 

出所：第 9 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（令和元年 10 月 9 日） 

応募事業者・提案サービス概要 

出所：第 9 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（令和元年 10 月 9 日） 

令和元年度モデルの公募・選定結果

• 令和元年度モデルの公募・選定結果は以下のとおり。
• 各提案事業者へのヒアリング等を踏まえた結果、提案された各サービスについて、現行制度内で実施できるものから着手することとしたい。

＜提供サービス概要（想定案）＞

• デイサービスの機能（人的・物的資源）を活用し、利用者ニーズが
高く、利用者の自立支援・重度化防止につながる外出支援を行う。
事務局との協議を通じて実施可能な内容を明確にし、多様な外出
支援を実施する。

• デイサービスの場（事業所のスペース）を活用して、デイサービスでの
機能訓練等と合わせて、薬剤師による個別のお薬相談等のサービス
を保険外サービスとして提供する。個別相談にデイサービス職員が同
席するなどして、適正な服薬管理、事故防止等につなげるとともに、デ
イサービスでのケアに活用することも視野にサービスを構築する。

• IoT機器等を活用して、利用者の生活リズムを把握し、家族や関係
する多職種での情報共有を行い、適切な生活リズムの維持・回復支
援、適切なサポート体制の実現を図る。保険外サービスとして提供す
るものであるが、介護保険サービスにおける多職種連携等への活用が
可能となる情報の取得、運用を行う。

１.デイサービスの機能を活用
した外出支援

２.デイサービスの場を活用した
健康・療養支援

３.IoT等を活用した
在宅高齢者の支援

(関連法規：道路運送法)

(関連法規：薬剤師法等)

(関連法規：特になし)

＜選定結果＞

0件

1件（1グループ）

3件（2グループ）

＜公募テーマ＞

公募説明会 6月25日（火曜日） 参加16者
公募受付期間 7月10日（水曜日）～8月2日（金曜日）
応募件数 4件（3グループ） ※応募は全件グループでの提案
ヒアリング審査 8月21日（水曜日）から9月5日（木曜日）までの間に応募グループごとに2回実施

応募事業者・提案サービス概要

• 各公募テーマへの提案事業者（グループ）及び応募者から提案のあったサービス概要等は以下のとおり。
＜提案者の構成＞

【代表事業者・実施事業者】
介護事業者
【共同参加事業者】
調剤薬局運営事業者

【代表事業者・実施事業者】
介護事業者
【共同参加事業者】
ICTベンダー

【代表事業者・実施事業者】
介護事業者
【共同参加事業者】
ICTベンダー

２.デイサービスの
場を活用した
健康・療養支援

３.IoT等を活用した
在宅高齢者の支援

＜応募者から提案のあったサービス概要＞

薬剤師、管理栄養士等が通所介護事業所を訪問し、
①お薬相談、②薬の受け渡し、③血流測定・健康相談、④栄養相談・栄
養指導のサービスを提供する。

居宅介護支援の利用者宅にICT機器を設置、生活リズムのモニタリング・
見守り等を実施し、生活リズムを整える支援を行う。
ケアマネジャーによるモニタリングの強化により、予兆の検知、早期対応、プラン
の見直し等に活用する。

通所介護利用者宅にICT機器を設置、生活リズムのモニタリング・見守り
等を実施する。集積するデータを活用し、生活リズムを整える助言等の実施、
個人の状態に応じた機能訓練の提供等を行う。サービス提供時間外の状況
の確認、住環境のセンシング等によるデイサービス来所時の対応力の向上等
も見込む。

＜公募テーマ＞

※代表事業者・・・事務局との連絡窓口、とりまとめを実施する事業者（実施事業者との兼務可）
実施事業者・・・サービス提供に際して対象となる利用者と契約関係を有する介護事業者
共同参加事業者・・・代表事業者、実施事業者以外にモデル事業に参加する連携事業者

2-1

3-1

3-2

【代表事業者】
インフラ事業者
【実施事業者】
介護事業者（2者）
【共同参加事業者】
ICTベンダー等

居宅介護支援の利用者宅にICT機器を設置して生活状況の可視化を行
い、家族向けのレポートを提供するとともに、生活リズムの維持・回復に資する
サービスを提供する。
集積するデータを活用したケアプランの見直し、多職種への情報共有による
ケアの質向上も見込む。

3-3
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(１９) 第 10回有識者会議の開催（令和 2年 6月 10日）

令和 2 年 6 月 10 日、第 10 回有識者会議を開催し、平成 30 年度モデル事業と令和元年度モ

デル事業の進捗状況の報告を実施した。 

(２０) 第 11回有識者会議の開催（令和 2年 12月 22日）

令和 2 年 12 月 22 日、第 11 回有識者会議を開催し、平成 30 年度モデル事業と令和元年度

モデル事業の進捗状況の報告、モデル事業のとりまとめに向けた検討を実施した。 

(２１) 第 12回有識者会議の開催（令和 3年 3月 24日）

令和 3 年 3 月 24 日、第 12 回有識者会議を開催し、モデル事業報告書の記載内容の報告を

実施した。 
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3. モデル事業実施における基本的考え方
介護保険を担当している行政の一般的な目線として、まず介護保険サービスの制度があり、そ

の範囲に入らないものを保険外サービスとして上乗せ（追加的サービス）又は横出し（追加的メニ

ュー）するといった視点で捉えることが多い（図表 43）。 

しかしながら、真の利用者ニーズを把握するためには、介護保険の対象となるか否かに関わら

ず、利用者需要の観点からあらゆるサービスについて検討を進める必要がある。 

そのため、選択的介護モデル事業の実施内容の検討にあたっては、介護保険サービスの範囲

を前提とした「上乗せ」「横出し」という考え方ではなく、生活者のニーズを起点として捉えるというこ

とを重要視した（図表 44）。 

介護保険サービスと保険外サービスの組合せのイメージ 

利用者を起点とした考え方（イメージ）

出所：株式会社日本総合研究所『介護サービス事業者による生活支援サービスの

推進に向けた調査研究事業』（平成 27年 3月）

介護保険サービス

介護保険サービスと「上乗せ」「横出し」サービスを区分して提供する形態
【現行ルールで可】（時間を区切る、場所を仕切る等）

横出しサービス
介護保険の対象ではない

サービス

上乗せサービス
介護保険の対象サービス
だが給付限度額を

超えて利用されるサービス

保険外サービス
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 以上のような考え方を前提としつつ、介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供

するという特性も踏まえ、モデル事業を実施する上での基本的な考え方を以下のとおり整理し、実

施内容の検討を行った。 

① 利用者需要と自立支援 

 選択的介護サービスはあくまで利用者に需要があることが起点になる。一方、保険給付は「自

立支援」（＝出来る限り自分で出来ることを増やす）に資することが基本となる。選択的介護の場

合、介護保険サービスと保険外サービスとを併用することになるため、選択的介護によるサービ

ス提供が利用者の自立支援に資することが期待される。そのため、利用者の需要と自立支援の

双方の視点からの検討を行った。また、需要の検討に際しては、社会環境の変化を踏まえ、将

来のニーズへの対応も考慮した。 

② サービスの提供の保障 

 介護保険制度は社会保険であり、条件を満たす被保険者全てにサービスが提供される環境

の整備は保険者の責務である。介護人材の不足等の供給制約が見込まれる中、サービスの提

供が保障されるように、事業者側のサービス提供効率を高めるという視点からも検討を行った。 

③ 給付の公正性の確保 

 社会保険としての性格上、給付が公正なものとなるよう（＝不適切な給付が見過ごされないよ

う）な体制を整えることが必要である。上記の①、②を満たす場合においても、不公正につなが

るサービスは実施しないことを前提とした。 

④ 契約者の判断能力等に応じた支援・保護 

 自由契約に基づく市場を形成するためには、契約者である高齢者が安定した契約関係を築く

ための環境整備が必要である。上記の①、②、③を満たす場合においても、契約者（本人・家

族等）を保護する環境整備が充分になされていないサービスは実施しないことを前提とした。 
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モデル事業の概要 

1. モデル事業の位置付け
(１) 平成 30 年度モデル事業 

平成 30 年 8 月から実施したモデル事業は、指定訪問介護サービスと保険外サービスを明確に

区分し、組み合わせて提供するサービスである。利用対象者は豊島区内に在住の要介護者（要

支援者、生活保護受給者、住所地特例者は除く）とし、実施地域は豊島区全域である。 

なお、本モデル事業で実施しているサービスは、厚生労働省通知「介護保険サービスと保険外

サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて」（平成 30 年 9 月 28 日老振発 0928 第

1 号）の発出により現行制度の範囲内で実施可能であることが明確となっており、豊島区以外の区

市町村においても同様のサービス展開が期待されるところである。 

❐ 選択的介護モデル事業のサービスと国通知及び保険外サービスの違い

選択的介護モデル事業のサービスは、保険外サービスの中でも継続性があるものにつ

いてケアマネジャーがケアプランに位置付け、さらに選択的介護サービス責任者が作

成するサービス提供計画に基づいて提供される「指定訪問介護サービスと保険外サー

ビスを組み合わせたサービス」である。豊島区と協定を結んだ指定訪問介護事業者

が、下表のように利用者保護を図りながらサービスを提供する。

【選択的介護モデル事業のサービスと保険外サービス等の比較】

※厚生労働省通知「介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについ

て」(平成 30年 9月 28日老振発 0928第 1号）

選択的介護モデル事業 0928通知※ 保険外サービス

対象者
豊島区内在住の

指定訪問介護サービスの
利用者

指定訪問介護サービスの
利用者 制限なし

介護支援専門員の関与
（ケアプランへの位置付け） 必須 努力義務 努力義務

サービス提供計画の作成 必須 任意 任意

サービス提供の記録の作成 必須 任意 任意

選択的介護サービス責任者の配置 必須 - -
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(２) 令和元年度モデル事業 

令和元年12月から実施したモデル事業は、指定通所介護サービス・指定居宅介護支援と保険

外サービスを明確に区分し、組み合わせて提供するサービスである。利用対象者は豊島区内に

在住の要介護者（要支援者、生活保護受給者、住所地特例者は除く）とし、実施地域は豊島区全

域である。 

2. モデル事業の募集
平成 30 年度モデル事業の実施にあたっては、豊島区内において指定訪問介護事業所を有す

る事業者を対象に、令和元年度モデル事業での実施にあたっては、豊島区内において指定通所

介護事業所、指定居宅介護支援事業所を有する事業者等を対象にそれぞれ公募を実施した（図

表 45）。 

なお、サービス実施主体である介護事業者単独だけではなく、ICT 事業者等を「共同参加事業

者」としてグループでモデル事業に応募することも可とした。 

モデル事業の枠組み 

出所：平成 30 年度選択的介護モデル事業公募要領（平成 30 年 1 月） 

東京都

モデル事業実施事業者

豊島区

共同事務局

②モデル事業実施 
事業者として決定 

モデル事業対象利用者

③モデル事業の実施 

①モデル事業
に応募

④定期的な 
報告

国家戦略特区
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3. モデル事業の実施内容
(１) 平成 30 年度モデル事業の実施内容 

平成 30 年度モデル事業では、指定訪問介護サービスと保険外サービスを明確に区分し、組み

合わせて提供するサービスを「居宅内」「居宅外」「見守り」の 3 区分で実施した（図表 46）。なお、

「居宅内」「居宅外」のサービスは、月に 1 回以上、指定訪問介護サービスと保険外サービスの連

続提供を必須とした。 

① 居宅内のサービス 

訪問介護の提供の前後や提供時間の合間に、生活援助を中心とした保険外サービスを提

供するサービス 

（利用例） 

書類の確認・分別、日用品以外の買い物、ペットの世話、庭掃除や客間の片づけ、電

球・蛍光灯の付け替え、電子機器の操作確認、本人と一緒に食事をする、本人の話し相

手、宅配・ネット注文サポート、同居家族分の家事、本人が行う同居家族分の家事の支

援 など 

② 居宅外のサービス 

訪問介護の提供の前後や提供時間の合間に、利用者の意向に合わせた外出支援を行うサ

ービス 

（利用例） 

日用品以外の買い物への同行、趣味等（区民ひろばや図書館等）への同行、（介護給

付では認められない）散歩、友人等のお見舞いの同行、お墓参りへの同行、自宅を起点

としない外出先への送迎、（介護給付では認められない）院内介助 など 

③ 見守り等のサービス 

利用者の自宅に設置したカメラやセンサーで 24 時間見守りを行い、必要に応じてヘルパー

が電話による連絡や訪問を行うサービス 

（利用例） 

Web カメラを利用した利用者の状況把握と必要に応じたヘルパーの訪問、ＩＣＴセンサー

による生活環境（室温や身体状況等）や利用者の状態の把握 など 
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平成 30 年度モデル事業の概要 

(２) 令和元年度モデル事業の実施内容 

令和元年度モデル事業では、指定通所介護サービス・指定居宅介護支援と保険外サービスを

明確に区分し、組み合わせて提供するサービスを「デイサービスでの健康・療養支援サービス」

「IoT 機器等を活用した在宅支援サービス」の 2 区分で実施した（図表 47）。 

① デイサービスでの健康・療養支援サービス 

薬剤師・管理栄養士がデイサービスを訪問して、お薬相談、薬のお届け、健康相談・栄養相

談を行うサービス 

② IoT 機器等を活用した在宅支援サービス 

デイサービス・居宅介護支援の利用者宅に、センサー機器等を設置して、利用者の生活リズ

ムを把握し、適切な生活リズムの維持・回復のための支援及び家族や関係する多職種での情

報共有を行うサービス 
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令和元年度モデル事業の概要 

4. モデル事業の実施事業者の選定、協定の締結
(１) 平成 30 年度モデル事業の実施事業者の選定、協定の締結 

書類審査及び公募後のヒアリングにより、モデル事業実施事業者（グループ）を選定し、9 者（令

和 3 年 3 月時点では 11 者）と「選択的介護モデル事業実施協定」を締結した。 

＜モデル事業実施事業者（グループ）（令和 3 年 3 月時点、順不同）＞ 

居宅内 居宅外 見守り等

1 アースサポート株式会社 ○ ○

2 株式会社いずみ介護センター ○ ○

3 有限会社ケアフレンド ○ ○

4 ＳＯＭＰＯケア株式会社 ○ ○

5 株式会社大起エンゼルヘルプ ○ ○

6 東電パートナーズ株式会社 ○ ○

7 株式会社ニチイ学館 ○ ○

8 株式会社日本エルダリーケアサービス ○ ○

9 有限会社マルシモ エイジライフ株式会社 ○ ○ ○

株式会社ハローシステム

株式会社アイオーティー

11 特定非営利活動法人やすらぎ ○ ○

提供サービス
No. 共同参加事業者実施事業者

10 株式会社まんぞく介護 ○○○
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(２) 令和元年度モデル事業の実施事業者の選定、協定の締結 

書類審査及び公募後のヒアリングにより、モデル事業実施事業者（グループ）を選定し、平成 30

年度モデル事業実施事業者と同様に「選択的介護モデル事業実施協定」を締結した。 

＜モデル事業実施事業者（グループ）（令和 3 年 3 月時点、順不同）＞ 

1 株式会社まんぞく介護 同左 有限会社ヒルマ薬局 デイサービスでの健康・療養支援

2 株式会社まんぞく介護 同左 株式会社アイオ－ティー

株式会社ダイシン 株式会社ウェルモ

東電パートナーズ株式会社 株式会社エナジーゲートウェイ

代表事業者 共同参加事業者 提供サービス

IoT機器等を活用した
在宅支援3 東京電力パワーグリッド株式会社

No. 実施事業者
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5. モデル事業の周知・啓発等
区民、ケアマネジャーに対して、選択的介護の理解や普及を目的とした広報活動を行うとともに、

ガイドラインの作成や連絡会の設置等、選択的介護サービス事業者への支援を行った。区が主体

となって行ったもの以外に、ケアマネジャーやサービス事業者による自主的な勉強会や説明会等

も実施され、モデル事業への理解が促進された。具体的な取組み内容は以下のとおり。（図表 48

～53） 

なお、事業周知・啓発に関する広報活動、研修はモデル事業開始後も継続的に実施した。 

平成 30 年度モデル事業に関する取組み内容（広報活動等） 

※下線部は、ケアマネジャーやサービス事業者独自の取組み 

出所：第 7 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料一部改編（平成 30 年 12 月 26 日） 

選択的介護に関する研修の実施状況（令和 3 年 3 月時点） 
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選択的介護実務者研修 実施状況・参加人数一覧（令和 3 年 3 月時点） 

取組み事例：選択的介護に関する研修 

出所：第 7 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 30 年 12 月 26 日） 

ケアマネジャー サービス
提供責任者 その他 合計

平成29年度 1回 93名 15名 0名 108名

平成30年度 7回 480名 78名 18名 576名

令和元年度 6回 272名 3名 7名 282名

令和2年度 5回 225名 7名 21名 253名

総計 19回 1,070名 103名 46名 1,219名

年度 実施
回数

参加人数

選択的介護に関する研修

選択的介護のワーキンググループのケアマネジャーが作成した３つの模擬事例に基づき、区内のケアマネジャー向けの
研修を実施。ワーキンググループのケアマネジャーがファシリテーターとなり、班ごとに選択的介護支援内容の検討やケアプ
ラン作成等について説明、討論、発表を行うことで、選択的介護に関する理解を深めた。

➢参加者からの意見
・利用者の要望に全てに応えるのではなく、自立支援を念頭においてプランをたてる必要があると感じた。

・介護保険の枠に捉われずに様々な社会資源を柔軟に捉え、その中の1つとして選択的介護の利用を提案していきたい。

・突発的に必要なサービスは「自費サービス」で対応し、訪問介護と保険外サービスを組み合わせて定期的に支援する必要がある場合
は「選択的介護」で提供するといいと思う。

・皆で事例検討をし、一つの課題に対して様々な手段や資源の活用方法があると思った。今後は利用者や家族への勧め方や成功例を
聞きたい。

メニューブックを使いながら、利用
サービスの検討ファシリテーターから事例の説明 ケアプラン（第2表）の作成 選択的介護について意見交換
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取組み事例：地域での自主勉強会 

出所：第 7 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 30 年 12 月 26 日） 

取組み事例：ICT 見守りサービスの説明会 

出所：第 7 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 30 年 12 月 26 日） 

地域での自主勉強会

ケアマネジャーやサービス事業者、高齢者総合相談センター等が自主的に勉強会等を開催。
選択的介護を利用しているケースの紹介や、プランの記載方法等選択的介護に関する情報共有を行っている。

（東部ケアマネカフェの様子）

➢勉強会で出た意見
・こういったサービス（選択的介護）が区民にもっと拡がっていくと良いと思う。（民生委員）

・介護保険ではできないところに、選択的介護をプラスすることで、生活の彩り等の可能性が広がると感じた。（ケアマネジャー）

・現在利用している訪問介護事業者が選択的介護サービスを提供していない場合には、事業者を変更することとなり、利用者の納得を得られるかが問題
である。（ケアマネジャー）

・見守りサービスは家族等の安心につながるため、今後必要と思われる。特に夏・冬等の健康チェック時にも役立つと思う。（ケアマネジャー）

（いけよんケアマネ連絡会の様子）

参加人数 45名
内訳：ケアマネジャー・訪問介護事業者

福祉用具事業者・通所介護事業者
医療関係者・民生委員 等

参加人数 28名
内訳：ケアマネジャー・訪問介護事業者 等

ICT見守りサービスの説明会

ICTを活用した見守りサービスの理解促進と普及のため、見守り等のサービスを提供している2事業者が、ケアマネジャー
等を対象とした説明会を実施。
第1・2回では、実際に利用している機器を用いて事業者がICT機器とサービスの概要を説明。第3回では、事業者の説
明に加え、ワーキンググループのケアマネジャーが「サービス導入時の利用者への説明」の実演（ロールプレイ）を行った。

（見守り等サービス説明会の様子）（サービスの説明内容）

・基本プランはWEBカメラ（1台）を使用した見守りのサービス
・カメラにはマイクも内蔵されており話のやり取りが可能（異常があればヘルパーの
訪問も可能※別途費用がかかる）
・カメラ等の機器はレンタル
・導入にはインターネット、Wi-Fi環境が必要（レンタル可）
・見守り可能人数は最大20名（アプリをダウンロードしたスマートフォンを使用）
・カメラやセンサー等の内容により５つのプランがあり、用途により選択可能 など

・センサーで利用者の動きを感知し、安否の確認ができる（異常があればヘルパーの
訪問も可能※別途費用がかかる）
・室温、湿度の確認も可能
・センサー等の機器はレンタル
・導入にインターネット環境は不要
・センサーで感知するため、見られている圧迫感等なくプライバシー保護ができる
・見守り可能人数は制限なし（アプリをダウンロードしたスマートフォンを使用）
・見守り者同士でメッセージのやり取りが可能 など

マルシモホームヘルプサービス

本町まんぞく介護
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6. 効果等検証に向けた準備
モデル事業のサービス提供に先立って、効果等検証の考え方や検証に必要なデータ取得方

法の整理を行った。（詳細は「第 4 章 モデル事業の効果等の検証」に掲載） 
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モデル事業の運用 

1. 標準的なサービス提供プロセス
選択的介護では、利用者保護の観点から、ケアマネジャーが介護保険サービスだけでなく、保

険外サービスについても総合的に関与する仕組みとし、「1．自立支援を阻害しない適切なケアマ

ネジメントの実施がなされること」、「2．利用者と家族がサービス内容を確実に理解できること」、「3．

ケアプランに沿った適切なサービス提供が担保されること」の 3 点を特に留意して、サービス提供

を行った（図表 54）。 

また、プロセスの検討に際しては、高齢者への勧誘に係る標準的なプロセス及び留意点が整理

されている金融庁「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針」や日本証券業協会「高齢者

顧客への勧誘による販売に係るガイドライン」等を参考として活用した。 

選択的介護サービス利用までの標準的なプロセス 

出所：第 7 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料一部編（平成 30 年 12 月 26 日） 

選択的介護サービス利用までの標準的なプロセス

• 選択的介護モデル事業ガイドラインに基づくサービス利用までのプロセスは以下のとおり。
• 利用者保護の観点から、ケアマネジャーが介護保険だけでなく、保険外サービスにもトータルに関与する仕組みとしている。

①
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ア
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ト

⑨
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ア
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⑥
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成

⑦
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供

⑧
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⑤
サ
ー
ビ
ス
担
当
者

会
議
等
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ケアプランに沿って、介護保険と保険外サービスを組み合わせたサービス提供計画を作成
・ サービス提供計画に沿ってサービスを提供。 利用者は提供記録により確認

１．自立支援を阻害しない適切なケアマネジメント

２．利用者と家族の確実な理解

３．プランに沿った適切なサービス提供

・ ケアマネジャーによる適切なアセスメントと保険外サービスのケアプランへの記載
・ サービス担当者会議等を経ることにより、自立支援を阻害しない適切な支援内容を担保

・ 保険外サービスについても書面による契約を徹底
・ 利用者及びご家族に対して、契約内容や重要事項を説明 ※家族不在の場合は、可能な限り担当ケアマネジャー等が立会い

・ ケアプランに沿ったサービス提供計画を作成し、利用者に交付
・ サービス提供後は、提供記録により確認
・ ケアマネジャーはサービス事業者からの報告等を基に、サービス提供の内容、料金等を確認
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2. 運用スキーム（ルール）
(１) 事業者の遵守事項 

モデル事業の実施に際しては、介護保険サービスが適切に提供されていることを前提としたうえ

で、原則、各指定介護サービスの運営基準の規定に準ずることとし、選択的介護サービス事業者

には以下を遵守事項として提示した。 

モデル事業 
（参考）0928 通知※

項目 内容 

実施体制、関連

規程 

選択的介護の保険外サービス部分についても、

運営規程を定める 
左記モデル事業に同じ 

人員体制 
選択的介護の保険外サービス部分についても、

責任者を定める 

規定なし 

（責任者を定めることは 

求めていない）

重要事項に関

する説明・同意 

選択的介護の保険外サービスについても、重要

事項説明書を交付して説明し、利用者の同意を

得る 

左記モデル事業に同じ 

契約 
選択的介護の保険外サービスについても、契約を

書面で締結する 
規定なし 

サービス提供計

画・記録の作成 

選択的介護の保険外サービス部分についても、

サービス提供計画及びサービス提供の記録を作

成する 

規定なし 
（サービス提供計画・記録の

作成は求めていない）

情報の共有 
ケアマネジャーや他の介護サービス事業者との情

報の共有を図る 
左記モデル事業に同じ 

苦情、事故等の

対応 

選択的介護の保険外サービス部分についても、

苦情・事故等の対応を行う 
左記モデル事業に同じ 

区分会計 
介護保険サービス部分と保険外サービス部分の

会計は区分し、料金設定は別々に行う 
左記モデル事業に同じ 

※厚生労働省通知「介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱い

について」（平成 30 年 9 月 28 日老振発 0928 第 1 号） 
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3. サービス提供の具体的な流れ
(１) サービス提供の流れ 

平成 30 年度モデル事業においては、指定訪問介護サービスと選択的介護の保険外サービス

を、それぞれの区分の明確さを保った上で、以下の流れで提供した（図表 55）。 

選択的介護サービス提供の流れ 

なお、令和元年度モデル事業においても同様に、指定通所介護サービス・指定居宅介護支援

と選択的介護の保険外サービスを、それぞれの区分の明確さを保った上で、上記の流れに準拠し、

提供した。 

(２) ケアマネジャーの役割 

選択的介護のケアマネジメントは、豊島区内の指定居宅介護支援事業所に所属するケアマネ

ジャーが実施している。 

ケアマネジャーはケアプランに保険外サービスを位置づけるように努めなければならないとされ

ており、基本的には従来のケアマネジメントの流れと同様である。なお、選択的介護サービスでは、

指定居宅介護支援事業所と指定訪問介護事業者との連絡が密になることにより、利用者の状態

変化等をより把握しやすくなる等のメリットが確認されている。 

選択的介護サービスの提供におけるケアマネジャーの主な役割は以下のとおり。 

①利用者からの相談、②アセスメント（⑦再アセスメント） 

 利用者及びその家族に関する情報を収集、整理して状況を分析し、生活課題（ニーズ）を

明らかにする。 

 目標を達成する手段（サービス）の選択肢の1つとして、必要に応じて選択的介護の利用に

ついて検討を行う。 

 （再アセスメント時には）利用者及びその家族の変化に応じてサービスの見直しを行う。 
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③ケアプラン原案への位置付け 

 アセスメントの結果に基づき、利用者及びその家族の生活に対する意向、総合的な援助の

方針、生活全般の解決すべき課題、提供されるサービスの目標及びその達成時期、サービ

スを提供する上での留意事項等を選択的介護の保険外サービスも含めて記載する。 

④サービス担当者会議等での検討 

 選択的介護サービスの利用も含めたケアプラン原案について、サービス担当者会議で情報

の共有を図るとともに、専門的な見地からの意見を担当者に求める。 

⑤ケアプランの説明・同意・交付 

 当該ケアプラン原案の内容について、選択的介護も含め、利用者又はその家族に説明し、

文書により利用者の同意を得る。 

⑥モニタリング 

 利用者及びその家族の状態や環境の変化を把握する。 

 選択的介護サービス事業者からの報告や利用者からの連絡等を元に、ケアプランに沿った

選択的介護サービスの実施内容、時間、料金の確認を行う。 
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(３) 指定訪問介護事業者の役割 

選択的介護サービスの提供における指定訪問介護事業者の主な役割は以下のとおり。 

なお、①については、厚生労働省通知（老振発 0928 第 1 号）にも同様の規定が設けられてい

るが、②から⑧までは本モデル事業として独自に定めている運用である。 

①重要事項説明書による説明・同意 

 利用申込者又はその家族に対して、選択的介護の保険外サービスについての重要事項説

明書を交付して説明を行い、利用申込者の同意（署名）を得る。 

 指定訪問介護サービスと選択的介護の保険外サービスの範囲や料金の違い等について、

利用申込者が理解できるように、丁寧に説明を行う。 

②契約の締結 

 契約書と個人情報の利用に関する同意を得る。 

 契約の際には利用者保護の観点から、必要に応じてケアマネジャーの同席を求める。 

 選択的介護モデル事業では、利用申込者及び指定訪問介護事業者の双方保護の立場か

ら、書面によりサービス提供開始についての同意の確認を行う。 

③アセスメント 

 利用者の選択的介護サービスについての利用意向の確認を行う。 

 指定訪問介護サービスのアセスメントに加えて、選択的介護の保険外サービスの内容につ

いて必要なアセスメントを行う。 

 サービスメニューの中には利用者個々人の身体状況や生活実態等によって、保険外サー

ビスではなく指定訪問介護サービスとして提供できる場合があるため、ケアマネジャーと相

談の上で判断する。 

④サービス担当者会議等での検討 

 選択的介護サービス責任者は、サービス担当者会議等を通じて、利用者や家族の状況等

に関する情報を収集するともに、ケアマネジャーや他の事業者との連携に努める。 

⑤サービス提供計画の作成  

 選択的介護サービス責任者は、ケアプランに位置付けられた選択的介護の保険外サービス

について、サービス提供計画を作成する。 

 利用者又はその家族にサービス提供計画の内容を説明し、利用者に文書で同意を得たあ

と、利用者に交付する。 

 利用者に交付したサービス提供計画と同じ内容のものをケアマネジャーが所属する指定

居宅介護支援事業所に提供するように努める。 
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⑥サービスの提供   

 サービス従業者はサービス提供計画に沿って選択的介護の保険外サービスを提供する。 

 選択的介護の保険外サービスを提供した際には、提供日、提供時間、提供したサービスの

具体的な内容（サービスメニューの内容）、利用者の心身の状況、その他必要な事項を記

録したサービス提供の記録を作成する。 

 利用者からの申し出があった場合には、文書の交付やその他適切な方法により、サービス

提供の記録を利用者に対して提供する。 

 ケアマネジャーに、任意の様式で利用状況の報告を行う。 

⑦モニタリング、⑧再アセスメント 

 選択的介護サービス責任者は、提供した指定訪問介護サービスに加えて、選択的介護サ

ービスの保険外サービスについて、提供時の利用者の状況やサービス従業者からの報告

に基づき、サービス提供計画の実施状況を確認し、評価する。 

 選択的介護サービス責任者は、計画の実施状況や評価について、利用者に説明する。ま

た、必要があればケアマネジャーに連絡する。 

 選択的介護サービス責任者は、利用者や家族の意向、状態や環境の変化等により、必要

に応じてサービス提供計画の見直しを行う。 

 サービス提供計画の見直しを行う際には、ケアマネジャーに報告し、情報の共有を行う。 
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モデル事業の効果等の検証 

1. 平成 30年度モデル事業の効果等検証の実施方針
(１) 検証事項・検証のポイント 

平成 30 年度モデル事業では、以下を検証事項としてデータの収集、分析、評価等を実施した

（図表 56）。 

平成 30 年度モデル事業における検証の観点 

出所：第 6 回選択的介護モデル事業に関する有識者会議資料（平成 30 年 9 月 14 日） 

(２) 選択的介護サービス事業者等に提供を求めたデータ 

選択的介護サービス事業者及び居宅介護支援事業所（担当ケアマネジャー）に対しては、実

績確認と効果等検証のため、データの提供や基礎資料の作成等への協力を求めた（図表 57）。 

なお、作業負荷を考慮し、基礎資料の作成に対しては、協力費を事務局から交付した。 

選択的介護サービス事業者等に提供を求めたデータ（平成 30 年度モデル事業） 

自立支援を阻害しないこと

利用者及び家族の
利便性・満足度・安心感が

向上すること

サービス利用が継続的に見込まれ、
対価の支払いに問題がないこと

ケアの効率や質的向上に
資すること

今後の普及・展開に向けて

有用性があること

• 選択的介護利用者の要介護度やADL/IADL等が、大幅に悪化することが

ないことを確認する。
• 特に独居高齢者等については、重点的に検証できるようデータを整理す
る必要があると思料。

• 利用者本人及び家族の利便性・満足度・安心感の醸成等に資することを
確認する。

• 利用前後での比較、変化の有無等の確認が必要と想定される。

• モデル事業におけるサービス内容が継続的に需要があり、対価の支払い
に問題がないかを確認する。

• 月次のサービスの利用実態の確認、費用に対する認識を確認することが
必要となる。

• モデル事業の実施により、事業所・従業者のサービス効率の向上につな
がるか、あるいはケアの質向上の可能性があるか等について確認する。

• 質の面については、利用者サイドやケアマネジャー等の意見把握も考慮
する。ケアマネジャーの意識の変容については重点を置く。

• 今後の普及・展開に向けては有用性があることを示す必要があり、従業
者の満足度向上、人材確保・定着への貢献、地域資源の有効活用等、地
域課題に対応できるか否かについての確認も必要と思料。

検証事項 検証のポイント

用途 提供頻度 対象 項目 提出期限

・年齢、性別、要介護度、主な疾患・疾病
・世帯状況（独居/同居、同居者）、住居形態
・日常生活自立度（障害、認知）
・ＡＤＬ/ＩＡＤＬの状況
・介護保険サービスの種類・内容、利用時間、利用回数
・選択的介護サービス（区分ごと）の内容、利用時間、利用回数、利用金額
・利用者数（介護保険・保険外・選択的介護）
・ヘルパー数（月末時点、当初採用者・離職者）
・相談・苦情等の件数（介護保険・保険外・選択的介護）
・選択的介護による状況の変化（ヘルパー稼働・勤務時間・対応件数、利用者
の状況・意見、従業者の状況・意見
・選択的介護モデル事業における個人情報使用同意書（原本）
・訪問介護計画書（写し）
・基礎資料（事務局指定の様式）
・居宅サービス計画書（１~４表）
・基礎資料（事務局指定の様式）

実績確認

効果検証

毎月 毎月10日までに
前月分を提出

利用者
発生時

事業者

担当居宅介護
支援専門員

サービス利用開始から
1か月以内に提出
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2. 平成 30年度モデル事業の効果等検証の実施結果
(１) 第 1回：平成 31年 1月～2月 

(ア) アンケート調査の概要（データ取得方法） 

平成 30 年度には、以下の 4 つのアンケートを実施し、利用者拡大に向けた課題の把握、サー

ビス提供による効果及び課題の把握を行った。 

なお、調査実施時点（平成 31 年 1 月末時点）での利用者数は 16 名であり、まだ利用者数が少

なく、サービス提供期間も最長で 6 か月程度であり、定量的な効果測定を行うほどの十分なデー

タを得ることが難しい状況であった。そのため、特に利用者拡大に向けた課題の把握に重点を置

き、調査及び分析を実施した。また、アンケート調査結果を踏まえて、利用者及び事業者にとって

の利便性が高まるように一部ルールの見直し（提供形態・料金体系柔軟化）を行った。 

① 未利用者向けアンケート 

対象者 

豊島区内在住の要介護 1～5 の認定者で、平成 30 年 11

月に介護保険サービス（施設サービスを除く）を利用された

方のうち、選択的介護サービスを利用されていない方 

送付数 2,800 名（無作為抽出） 

回答数 1,071 件（回収率：38％） 

実施方法 アンケート郵送調査 

実施期間 平成 31 年 1 月 28 日（月）～2 月 15 日（金） 

② ケアマネジャー向けアンケート 

対象者 
平成 30 年 11 月現在、豊島区内の居宅介護支援事業所に

所属しているケアマネジャー 

送付数 246 名（全数） 

回答数 175 件（回収率：71％） 

実施方法 アンケート郵送調査 

実施期間 平成 31 年 1 月 18 日（金）～2 月 8 日（金） 

③ 保険外サービスの提供実態に関するアンケート 

対象者 
選択的介護サービス事業所を除く、豊島区内の指定訪問

介護事業所 

送付数 64 事業所 

回答数 46 件（回収率：72％） 

実施方法 アンケート郵送調査 

実施期間 平成 31 年 1 月 18 日（金）～1 月 31 日（木） 

④ 選択的介護サービス事業者向けアンケート 

対象者 選択的介護サービス事業者 

送付数 9 事業者 

回答数 8 件（回収率：89％） 

実施方法 アンケート郵送調査 

実施期間 平成 31 年 1 月 18 日（金）～1 月 31 日（木） 



51 

(イ) アンケート調査の結果 

本調査の結果から、利用者拡大に向けた課題を以下のとおり整理し、料金体系の見直しや事

業者の追加公募等を実施した。 

① 利用者サイドの要因 

• そもそも（選択的介護を）認知していない 

• 選択的介護を認知しているが、サービス・料金内容が分かりにくく、十分に理解してい

ない 

• サービス・料金内容を認知しているが、自身にとって必要なサービスではない 

• 保険外サービスは単発のニーズが多く、決まったサービスの定期的な組合せ（パッケ

ージ）となると使い勝手が悪い 

• 利用意向はあるが、現在利用している事業者ではサービスを受けられない 

• 利用意向はあるが、ケアマネジャーや事業者から、サービス提供の案内を受けていな

い 

• 契約内容が複雑で良く分からず、利用していない 

② ケアマネジャーサイドの要因 

• どのような利用者にとって有効か分からず、ケアプランへの位置づけが難しく、提案で

きていない 

• 内容は理解しているが、担当している利用者にとって有益なサービスと思わず、提案し

ていない 

• 10 割負担のサービスを提案すること自体に精神的な抵抗がある 

• サービス担当者会議の開催等が負担であるため、積極的に提案していない 

• 選択的介護を提供する事業者の数がまだ少ないため提案しにくい 

③ 事業者サイドの要因 

• 積極的にサービス展開していきたいが、マンパワーが足りず、提供が難しく、断ってい

るケースもある 

• 各種手続きが多く、手間が増えてしまうため、積極的にサービスを展開していくことが

難しい 

• ケアマネジャーからの提案がないと、押し付けと捉えられてしまう懸念があり、積極的に

提案しづらい 
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(２) 第 2回：令和 2年 2月 

(ア) アンケート調査・ヒアリング調査等の概要（データ取得方法） 

平成 30 年度モデル事業については、平成 30 年度に短期的な効果等検証を行ったが、その後

1年を経過したタイミングで、より長期的な利用者の状況を確認するため、あらためて調査を実施し

た。 

実施したアンケート調査およびヒアリング調査の概要は以下のとおり。 

① 選択的介護サービス事業者向けアンケート 

対象者 選択的介護サービス事業者 

送付数 11 事業者 

回答数 10 件（回収率 91％） 

実施方法 アンケート郵送調査 

実施期間 令和 2 年 2 月 10 日（月）～2 月 28 日（金） 

② ケアマネジャー向けアンケート 

対象者 
令和 2 年 2月現在、豊島区内の居宅介護支援事業所に所

属しているケアマネジャー 

送付数 239 名（全数） 

回答数 173 件（回収率：72％） 

実施方法 アンケート郵送調査 

実施期間 令和 2 年 2 月 10 日（月）～2 月 28 日（金） 

③ 利用者向け調査 

対象者 

選択的介護サービス利用者で、令和 2 年 2 月現在、6 か月

以上継続してサービス利用している方 

※ご本人への聞き取りが困難な場合はご家族等を対象とす

る。 

回答数 9 件（本人 5 名、家族 4 名） 

実施方法 
ケアマネジャーが利用者宅で聞き取りを行い、調査票に記

入する訪問調査 

実施期間 令和 2 年 2 月 10 日（月）～3 月 10 日（火） 

④ 事業者向けヒアリング 

対象者 
選択的介護サービス事業者のうち、選択的介護サービス利

用者が比較的多い事業者 

対象数 4 事業者 

実施方法 グループインタビュー形式ヒアリング 

実施日時 令和 2 年 2 月 5 日（水）、令和 2 年 2 月 10 日（月） 
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⑤ ケアマネジャー向けヒアリング 

対象者 
選択的介護サービス利用者を多く担当しているケアマネジ

ャー 

対象数 3 名 

実施方法 グループインタビュー形式ヒアリング 

実施日時 令和 2 年 2 月 5 日（水）、令和 2 年 2 月 10 日（月） 

(イ) アンケート調査等の結果 

① 選択的介護サービス事業者向けアンケート 

＜調査結果＞ 

• 第 1 回のアンケート時と比較して、選択的介護の利用者数及び利用率（訪問介護サービス

利用者数に占める選択的介護の利用者数の割合）は高まっている。 

• 選択的介護サービスの利用者への提案件数に対して、利用に至らなかった件数の割合は

約 6 割となっており、その理由として「利用者に有益なサービスと感じてもらえなかった」、

「担当ケアマネジャーの理解が得られなかった」などが主な回答として挙げられる。 

• 選択的介護サービスの提供にあたって負担に感じていることは、「利用者へのサービス内

容の説明（自費サービスとの違い等）」「サービス提供計画の作成・同意」が多い。第 1 回の

アンケート時と比較して、「サービス提供に必要な人員の確保」を負担と考える事業者は大

幅に減少している（図表 58）。 

 第 1 回のアンケート時では、「サービス提供に必要な人員の確保」を負担と考える事業

者が 8 者中 5 者という結果であった。 

選択的介護サービスの提供にあたって、負担に感じていること 
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• 選択的介護サービス利用者拡大のために実施している取組みとしては、「事業所内での研

修等の実施」が 6 割と一番多い（図表 59）。 

選択的介護サービス利用拡大のために実施している取組み 

• 必要だと思う行政からの支援内容としては、「区民に向けた広報・周知」「人材確保や人材

育成に係る支援の充実」の回答が多い。 

• 選択的介護サービスの実施にあたり、課題になっていると思うこととしては、7 割の事業者が

「ケアマネジャーの選択的介護への理解不足」「利用対象者の制限（要支援者・生活保護

受給者が使用できない）」と回答している。 

以上より、第１回のアンケート時と比較して選択的介護の利用者数と利用率は高まっており、サ

ービス提供に関わる人材の状況についても安定している。引き続きケアマネジャーへの継続的

な周知により理解を促進していくことが有効であると考えられる。  
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② ケアマネジャー向けアンケート 

＜単純集計 調査結果＞ 

• 約半数のケアマネジャーにおいて選択的介護以外の保険外サービスを利用している人が

いる｡また、41％（70 名）が選択的介護の利用を提案したことがあり、13％（22 名）は選択的

介護の利用者がいる（利用者は 1～5 名）と回答している。 

• 「選択的介護を利用しそうな人が 1 名もいない」という回答は、第 1 回のアンケート時の 57%

から 39％に大きく低減。一方で、2 割未満いるという回答は、17％から 29％に増加しており、

利用者イメージに対する意識の変革が見られる。 

• 「今後選択的介護をケアプランに積極的に盛り込みたい」と思っているケアマネジャーは第

1 回のアンケート時の 6％から 8％に若干増加。一方で、「盛り込みには慎重」という回答は、

37％から 27％に低減している。第 1回のアンケート時と比較して、研修をきっかけに意識が

変わったと回答したケアマネジャーが多く見受けられる。 

• 選択的介護をケアプランに積極的に盛り込まない理由としては、「10 割負担のため提案し

にくい」という回答が多い（図表 60）。 

 選択的介護をケアプランに積極的に盛り込まない理由 
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• 選択的介護を利用することが、利用者の健康状態や自立支援、生活の幅、精神面等に対

して「少し好影響がある」「好影響がある」という回答は、第 1 回のアンケート時の 33％から

63％と大幅に増加している。 

• 選択的介護を実施した事によるケアマネジャーにとってのメリットとしては、利用者 QOL の

向上、自立度向上、家族の不安軽減、利用者の理解につながり、事業者連携やケアマネ

ジメントの向上に繋がった等が挙げられ、一方でデメリットとしては、事業者との調整等の負

担がかかることを挙げている意見が多い。 

• 選択的介護サービスをより浸透させていくために、豊島区として必要な取り組みとしては、

「料金やサービス内容の見直し」が 61％と一番多く、「提供事業所の拡大」が 51％と続く。 

• 選択的介護をプランに位置付けるための検討をすることを通じて、以下のような意識の変

化（向上）があったという回答が第 1 回のアンケート時と比較して 1～2 割程度増加した。 

 保険外サービスを検討・位置づけることの有用性を再認識した 

 ケアプラン作成・見直しをより多様な視点で情報を分析して検討するようになった 

 より多様なサービスについて検討する必要性を感じるようになった 

 アセスメントやモニタリングにおいての視野が広がった 

 多職種連携の重要性をこれまで以上に感じるようになった 

• 選択的介護サービスを利用して、利用者やそのご家族、その他の関係者の変化としては、

「利用者の在宅生活の継続に寄与している」が 59％（13 名）で一番多かった（図表 61）。 

 選択的介護サービス利用者や関係者の変化 

• 豊島区が継続的に実施している選択的介護実務者研修に参加したことがあるのは 68％

（117 名）で、27％（47 名）が参加したことがないと回答している。 
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＜研修参加に関するクロス集計 調査結果＞ 

• 研修に継続的に参加している方のうち、「選択的介護を利用しそうな人がいる」と回答して

いる人は 48％となっており、研修に参加していない方の 19％に比較して明確に多い。 

• 研修に継続的に参加している方は、９割が利用者像などのイメージができていると回答して

おり、研修に参加したことがない方は、半数以上がイメージできていないと回答している。 

• 研修に継続的に参加している方は、23％が選択的介護をケアプランに「積極的に盛り込み

たい」と回答しており、参加したことがある（5％）や、参加したことがない（4％）に比べて明確

に多い。 

• 選択的介護をケアプランに盛り込むことに「慎重である」と回答した方の理由としては、「単

発の保険外サービスのニーズが多い」が 71％を占め、次に続くのは「ケアプランへの位置

づけが難しい」が 58％を占める。選択的介護サービスのイメージは醸成されてきているが、

いざ提案しようとすると実際には単発の保険外サービスへのニーズが多く、またケアプラン

への位置づけに悩むケースが多いと想定される。 

• 第 1 回のアンケート時と比較した意識の変化について、研修に継続的に参加している方の

39％が「変化があった」と回答しており、参加したことがある方(8％)、参加したことがない方

（2％）と比較して明確に差があり、研修に継続的に参加することが意識の変化に繋がって

いることが伺える。 

• 選択的介護の浸透のために行政に期待する取組としては、研修に継続的に参加している

方の多くが「料金やサービス内容の見直し」、「提供事業所の拡大」と回答している。一方で

研修に参加したことがない方の40％は「ケアマネジャー・介護職員向けの研修などの充実」

と回答している。 

以上より、第 1 回のアンケート調査結果と比較すると、ケアマネジャーの意識変化が進んでい

ることは明らかであり、特に選択的介護実務者研修に継続的に参加している方は、選択的介護

のケアプランへの位置づけに、より積極的であり、前向きな姿勢となっていることが伺える。 

今後、選択的介護をさらに拡大させていくためには、研修に継続的に参加していないケアマ

ネジャーの意識改革を促していくことが有効である。そのために、それらのケアマネジャーをター

ゲットに過去の取組み事例などをもとに、研修などを充実させていく取組みが必要と思われる。 
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③ 利用者向け調査 

豊島区内の選択的介護サービス利用者のうち、サービスを 6 か月以上継続的に利用されて

おり、調査実施時点（令和 2 年 2 月）において利用があった方 9 名を選定し、ケアマネジャー

が利用者宅で聞き取りを行う訪問調査を実施した。9 名のうち 5 名はご本人、3 名は主な介護

者となっている家族・親族、その他が 1 名となっている。 

9 名の世帯状況としては、一人暮らしが 7 名（うち 3 名は近所に家族が居住、1 名は遠方に

家族が居住）、配偶者と二人暮らしが 1 名、家族と同居が１名である。 

＜調査結果＞ 

• 選択的介護サービスを知ったきっかけについて、89％（8 名）が「ケアマネジャーから聞い

た」と回答しており、選択的介護サービスを利用者やご家族に周知させる上でケアマネジャ

ーが有効なチャネルであることが伺える。 

• 選択的介護サービスに対する満足度については、33％（3 名）が「大変満足している」、

66％（6 名）が「満足している」と回答している。回答者全てにおいて、ネガティブな反応は

なく、選択的介護を利用して良かったと回答しており、利用者や家族に良い影響を与えて

いるとしている。 

具体的には、以下のような声が見受けられた。 

【利用者の声】 

 ヘルパーさんと話すことで寂しさが払拭され、楽しい時間を過ごすことができました。 

 ”融通の利く”仕組みなのでありがたいと思います。 

 自分ではとてもできない窓ガラスの掃除をしてもらえています。慣れているヘルパーさ

んが来てくれるので安心してお願いすることができています。 

 選択的介護を利用して、これからも自宅で暮らし続ける自信がつきました。 

 電子機器の操作方法を教えてもらい、自分のできることが増えました。また、操作方法

をマスターしたことで、一人になったときやヘルパーさんが洗濯や買い物でそばにいな

いときの生活が便利になりました。 

【ご家族の声】 

 いつも来てくれているヘルパーさんなので安心してお任せできました。 

 本人にとっては見守りがあることの安心感が精神的な安定につながっているようです。

ヘルパーさんとのコミュニケーションをとることを楽しんでいる印象もあります。 

 カメラで生活の状況を確認できるので、仕事中でも安心できます。 

 通常の介護保険サービスの範囲よりも幅広い支援を提供してもらえることに魅力を感じ

ています。 

 ヘルパーさんが話し相手になってくれることでうつ症状が改善され、家族の負担を減ら

すことができました。 
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• 「施設等への入居を先延ばしにしてよいと思えてきた」、「自宅で暮らし続ける自信がついた」

等、在宅介護の継続に向けた、ポジティブな影響が一部見受けられる。 

• サービスの使い方がなかなか理解できない、介護保険サービスとの区別が分からないとい

う意見も一部存在しており、サービスや費用について、分かりやすく説明することが求めら

れる。 

• 今後の利用意向としては 78％（7 名）が今後も継続して使い続けたいと回答している。 

以上より、選択的介護サービスは、利用者にとっての QOL の向上、家族にとっては負担軽

減、安心感向上などにつながっている事が確認でき、かつ在宅介護の継続に寄与する部分も

確認できた。一方でサービスの内容について理解が追いついていないという声も一部見受けら

れたため、ケアマネジャー等がより丁寧に分かりやすく利用者、ご家族に説明していくことが求

められる。 
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(ウ) ヒアリング調査の結果 

① 事業者向けヒアリング 

選択的介護サービス事業者のうち、選択的介護利用者が比較的多い 4 事業者に対して、利

用者・家族、事業者等における効果・変化、選択的介護利用に向けた課題、導入促進のポイン

ト等についてグループインタビュー形式のヒアリングを実施したところ、以下のような意見があっ

た。 

【利用者・家族における効果・変化】 

• 居宅内サービスでペットの世話を行ったケースでは、ヘルパーと利用者の関係が深まり、拒否

感が強かった身体介護の受け入れや美容院等への外出意欲の向上がみられたことで自立

支援の足掛かりになった。 

• グループホームを退所して自宅に戻った利用者に、カメラによる見守りサービスを導入したケ

ースでは、訪問時以外の状況が把握できるようになり、そこから得た情報を参考に多職種での

チームとして対応できたことで、自宅での生活を実現できた。 

【事業者における効果・変化】 

• 選択的介護の提供が利用者との信頼関係の構築・コミュニケーションの充実につながり、結

果として身体介護等の介護保険サービスが円滑に実施できるようになった。 

• 介護保険サービスのみの提供では見えづらい利用者の生活実態や考え方等が把握できるよ

うになり、提供するサービスの質の向上にもつながっている。 

• 事業所内で選択的介護の事例共有を行っており、職員の視野の拡大やモチベーションの向

上につながっている。職員間での情報共有やコミュニケーションも増えた。 

• 介護保険の枠内ではできない支援が行えるようになったことで、職員が自身の特技を生かせ

る支援内容を考える契機となり、意識の向上が見られた。 

• 見守りサービスの導入で利用者の生活状況の把握が可能になった。夜間の訪問時間の見直

し等にもつながり、訪問がより効果的・効率的になったケースもある。 

• 見守りサービスの提供を契機に、事業所として業務でのタブレット導入等の電子化・自動化を

進めることができ、業務の効率化につながった。 

• 新たな試みに参加し、区のパンフレット等に事業所名が掲載されることが、職員のモチベーシ

ョンや事業所のイメージ向上につながっている面もある。 

【その他の効果・変化】 

• 見守りサービスについて、カメラやセンサーから得られた生活情報をケアマネジャーと共有し

ている。結果としてケアプランの再検討につながることもある。 

• 見守りサービスのデータを活用して医師を含めた多職種で連携し、チームケアを実施したケ

ースもある。 

• 選択的介護はケアプランへの位置付けが必須であるため、ケアマネジャーとの情報共有は円
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滑に行うことができている。 

• サービス内容や価格が明確に整理されているため、利用者への説明がしやすく、保険外サー

ビスでは何でもやってもらえるという利用者の誤解が解消された。 

【利用に向けた課題、導入促進のポイント】 

• ケアマネジャーとの意識合わせ、協力関係構築が重要。利用者に選択的介護を提案してくれ

るケアマネジャーをどれだけ増やせるかが課題。 

• 見守りサービスは、プライバシーの観点から導入に懸念を持たれることも多い。 

• 新たな契約や計画・記録を作成することの事務負担は課題ではあるが、一方で、それらの手

続きを踏むことでサービスを安心して提供できるというメリットも大きい。 

• サービスの内容や介護保険サービスとの線引きなど、利用者の理解を得ることが難しい。現

場の職員の理解促進や利用者への説明の仕方も重要である。 

• 事業所内では、利用者への説明の仕方や実施に際しての課題を含めて情報共有を行ってい

る。利用者や家族の理解を得るためには重要なのではないか。 

• 新規加入よりも保険外サービスからの切り替えの方が、費用負担に関する利用者の抵抗感が

少ないため導入が円滑に進むことが多い。 
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② ケアマネジャー向けヒアリング 

選択的介護利用者を多く担当しているケアマネジャー3 名に対して、利用者・家族、事業者

等における効果・変化、選択的介護利用に向けた課題、導入促進のポイント等についてグルー

プインタビュー形式のヒアリングを実施したところ、以下のような意見があった。 

【利用者・家族における効果・変化】 

・ 重度麻痺のある利用者に居宅内サービスで電子機器の操作支援を行ったケースでは、スマ

ートフォンによる音声での家電操作が可能になり、温湿度の調整を自身で実施できるようにな

った。また、音声入力でメールができるようになったことで、コミュニケーションや連絡が取りや

すくなり、安心感が深まった。   

【ケアマネジャーとしての効果・変化】 

・ 単なる保険外サービスの場合、ケアマネジャーの関与がなく、事業者からの情報提供もないこ

とが多いが、選択的介護であれば情報共有が円滑に行える。 

・ カメラやセンサーでの見守りでは、家族が利用者の生活実態をより把握でき、結果として、家

族からの支援が増えたことで、ケアプランの見直しができたケースもある。 

・ 区のパンフレットができたことで、実施できるサービスと利用料金が明確となり、提案しやすく

なっている。 

・ 介護保険の枠内ではできない在宅生活継続のための支援を馴染みのヘルパーが行うことで、

ご利用者の意欲が高まり、結果として、自立支援に資するケアプランができたと感じた。 

【その他の効果・変化】 

・ カメラやセンサーを導入することで、これまで把握できなかった利用者の生活実態に加え、事

業者のサービス提供実態も把握できた面がある。 

【利用に向けた課題、導入のポイント】 

・ 選択的介護サービス事業者が少ないことは、利用に際してのハードルとなるため、大手介護

事業者の選択的介護への参入促進も必要ではないか。 

・ 選択的介護サービス事業者の事務負担の抑制や利用料以外のインセンティブなども重要と

なるのではないか。 

・ 自立支援、多職種連携等の好事例については、ケアマネジャーだけでなく区民へも広めてい

くことが重要である（利用者からの声の発信など）。 

・ 他区のケアマネジャーからの問い合わせや、他区の利用者で選択的介護の利用が想定でき

るケースもあるため、実施地域の拡大が必要なのではないか。 
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③ ヒアリングから得られた効果・課題の整理 

事業者及びケアマネジャーへのヒアリングからは、以下のような効果及び課題が把握された。 

【効果】 

・ 利用者の生活の実態がより詳細に把握できたことや、利用者との信頼関係が構築できたこと

によって、介護保険サービスにおいても質や効率の向上がみられるケースが複数みられた。 

・ 介護保険サービスではできない支援を選択的介護で提供することで、在宅生活を維持できた

ケースもみられた。 

・ 提供したサービスの情報共有により、事業所内や多職種間での連携が促進された面がある。 

・ 職員のモチベーションや意識の向上、視野の拡大などにつながっている事業者もみられた。 

【課題】 

・ 選択的介護を前向きに捉えるケアマネジャーの拡大 

・ 選択的介護サービス事業者の拡大 

・ 更なる広報周知や理解促進 

・ 選択的介護サービス事業者の事務負担の軽減 

・ 選択的介護実施地域の拡大 
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(３) 第 3回：令和 2年 11月 

(ア) ヒアリング調査等の概要（データ取得方法） 

モデル事業開始から 3 年目となる令和 2 年度においては、すでに利用終了となった事例が一

定数存在しているため、利用終了事由に着目し、終了事由の整理を行った（図表 62）。利用終了

事由別に選択的介護が与えた影響・効果について、「在宅生活の継続へ貢献できる可能性」、

「サービス適正化につながる可能性」、「生活状況や状態改善に資する可能性」の３つの仮説をた

て、仮説の検証に向けて個別の利用事例の深堀を行うためのヒアリング調査を実施した（図表 63）。 

なお、サービス内容への不満等で利用終了となった事例は見受けられなかった。 

 平成 30 年度モデル事業の終了事由の整理 

対象者 

選択的介護を継続的に利用している事例のうち、選定した

4 事例の選択的介護サービス事業者および担当ケアマネジ

ャー 

対象数 
選択的介護サービス事業者：4 事業者 

担当ケアマネジャー：4 名 

実施方法 グループインタビュー形式ヒアリング 

実施日時 令和 2 年 11 月 25 日（水） 
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選択的介護による効果の仮説と深堀検証の視点 

(イ) ヒアリング調査等の結果 

【在宅生活の継続への貢献】

• 在宅生活の継続へ貢献できる可能性として、効果が確認された事例は以下のとおり。

背景・経緯

• 利用者は糖尿病により傷の治りが悪いため、
転倒への警戒感が非常に強く、一人での外
出がほとんどできない状況であった。

• 同居している長女は平日就労しており、利
用者は日中独居であるが、歩行に不安があ
るため、長女不在中に転倒などのリスクを
抱えていた。

• 利用者は要介護5で寝たきり状態だが、在
宅での生活の継続を強く希望しており、馴
染みのデイサービスに行く際には必ず美容
院に行くなど、従前の生活様式にも強いこ
だわりを持っていた。

• 利用者は独居だが、新型コロナウイルスの
影響で主な介護者である孫が頻回に訪問で
きなくなり、十分な支援が出来ない状況で

あった。

選択的介護利用後の効果

• 選択的介護（外出支援）の利用により、定期的な病院への
受診に加えて、行政手続きや買い物、床屋、銀行等へも行
けるようになり、生活の質の向上と在宅生活の継続につな
がっている。

• 選択的介護（Webカメラによる見守り、話し相手）により
長女不在時の見守りが可能になり、在宅での生活が継続で
きている。緊急時にはヘルパーが対応ができることも、家
族の不安解消につながっている。

• 選択的介護（月1回の通院介助、週1回の美容院同行な
ど）を利用することで、今までの生活様式が継続できてお
り、自身の望む生活を継続できていることが利用者の在宅
生活継続へのモチベーションにもなっている。

• 選択的介護（日用品以外の買い物同行等）により、従前は

孫が対応していた買い物や美容院への同行にヘルパーが対
応することができている。
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【サービス適正化】

• サービスの適正化につながる可能性として、効果が確認された事例は以下のとおり。

【生活状況や状態改善への影響】

• 生活状況や状態改善に資する可能性として、効果が確認された事例は以下のとおり。

背景・経緯

• 主な介護者は近隣に住む長女。同居の長男夫
婦は就業しているため日中独居状態。

• 利用者は心不全で転倒等の不安・突然死のリ
スクがあり、夜間に居室で転倒したが、朝まで家
族が気づかないこと等もあった。

• 利用者はグループホームに入居していたが、病
状の変化から入居の継続が困難と判断され在
宅復帰となった。

• 認知症重度でパーキンソン等多動で転倒の危
険性が高いが、同一建物の別フロアに住む長
男は就労により日中不在であり、夜間も頻回に
様子を確認するのは困難であった。

• 利用者は要介護2であるが、100歳と高齢で老
衰がかなり進み、介護保険の上限額（区分支
給限度額）を毎月オーバーしている状況であっ
た。

• かつ新型コロナウイルスの影響で家族が訪問で
きず、十分なケアが出来ない状況であった。

選択的介護利用後の効果

• 長女からの希望で選択的介護（センサーによる見守り）を
導入。利用者の状態が把握できるようになったことにより
家族からの支援が増えた結果、訪問介護の終了につながっ
た。

• 選択的介護（Webカメラによる見守り）の導入で利用者の
生活状況の把握が可能になった。事業者の夜間の訪問時間
の見直し等にもつながり、訪問がより効果的・効率的に
なった。

• 選択的介護（日用品以外の買い物）を導入。介護保険サー
ビスと保険外サービスを適切に組み合わせてサービス内容
を見直したことにより、介護保険の上限額内のサービス利
用で在宅生活を継続できている。

背景・経緯

• 脳梗塞による右半身麻痺により、利用者は
一人で片付けができず、自宅は足の踏み場
がない状態。介護保険サービスだけでは退
院後の在宅生活の維持は困難な状況であっ
たが、本人は自宅での生活継続意向が非常
に強かった。

• 利用者は兄と2人暮らしで、両人とも要介
護状態。兄はターミナルケアが必要な状況
であった。（その後逝去）

• 独居で重度の障害を持っているため24時間
の援助が必要。夏の猛暑で外出時に熱中症
気味になった際、長男にすぐに連絡を取る
ことができなかったことがあり、いつでも
連絡が取れるようスマートフォンを購入し
た。購入後の各種設定等についてサポート

が必要であった。

選択的介護利用後の効果

• 選択的介護（保険外の掃除）により荷物の仕分けと自宅の

環境整備を実施し、生活動線の確保ができた。

• 自身の意志で選択的介護を利用していることが、本人の前
向きな気持ちにつながっている。リハビリにも意欲的にな
り、自身で片付け出来るまでに改善。在宅生活の継続にも

寄与している。

• ２人とも食へのこだわりが強く、兄が最期に食べられるも
のは嗜好品で限定されていたため、選択的介護（日用品以
外の買い物）を活用して対応。自身では対応できないが、
兄の希望に沿う食べ物を提供したいという、本人の思いに
応えることができた。

• 兄を在宅で最期まで看取ることができたことが本人の自信
につながっており、その後の生活の安定にも寄与している。

• 選択的介護（スマートフォンの初期設定、操作説明）によ
り音声認識機能の活用で、電話やメール等のスマートフォ
ンの各機能の操作が可能になり、利用者はいつでも連絡が
取れる安心感を得ることができている。

• また、スマートフォンの音声認識機能を活用した家電の操
作等も可能になり、今後より自立した生活を送れる可能性
を感じて、期待感を持っている。
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【その他見受けられた効果】

• その他見受けられた効果として、以下のような意見があった。

(ウ) ヒアリング調査等により確認できた効果 

ヒアリング調査等の結果を踏まえ、以下のような効果が確認できた。 

• 在宅生活の継続に資する可能性が確認できた。 

 一般的には施設入所を検討するような利用者において、選択的介護の利用により、在

宅での生活を継続できている事例がみられた。 

 できるだけ自宅での生活を続けたいという本人の思いに応えることができた。 

• サービスの適正化につながる可能性が示唆された。 

 保険外サービスを組み合わせることで、介護保険サービスの見直しが行われたケース

もあり、より状況に応じたサービス提供につながった事例がみられた。 

• 生活状況等の改善につながる支援ができる可能性が示唆された。 

 保険外サービスの提供を行うことで、より生活状況を踏まえた対応ができるとともに、本

人の意向を踏まえた継続的な対応が可能となり、生活状況の改善や本人の精神的安

定、向上にも寄与している事例がみられた。 
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3. 令和元年度モデル事業の効果等検証の実施方針

(１) 検証事項・検証のポイント 

令和元年度モデル事業では、以下を検証事項としてデータの収集、分析、評価等を実施した

（図表 64）。 

令和元年度モデル事業における検証の観点

出所：第 10 回選択的モデル事業に関する有識者会議資料（令和 2 年 6 月 10 日） 
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(２) 選択的介護サービス事業者等に提供を求めたデータ 

令和元年度モデル事業においても、平成 30 年度モデル事業と同様に、選択的介護サービス

事業者及び居宅介護支援事業所（担当ケアマネジャー）に対して、データ提供や基礎資料の作

成等の協力を求め（図表 65）、基礎資料の作成に対しては、協力費を事務局から交付した。 

選択的介護サービス事業者等に提供を求めたデータ（令和元年度モデル事業） 

用途 提供頻度 対象 項目 提出期限

・年齢、性別、要介護度、主な疾患・疾病
・世帯状況（独居／同居、同居者）、住居形態
・日常生活自立度（障害、認知）
・ADL／IADLの状況
・選択的介護提供内容
・選択的介護提供状況
・利用者数（介護保険・選択的介護）
・ケアマネジャー数／職員数
・相談・苦情等の件数・内容
・選択的介護を開始したことによる変化
・利用者家族の反応
・生活リズムのセンシングデータ等
・選択的介護モデル事業における個人情報使用同意書（原本）
・基礎資料（事業者指定の様式）
（内容）
　利用のきっかけ・理由、期待してた点
　安心感、安心材料、変化有無
　利用した感想、良かった点、課題・障壁
　収益見込み
　サービス提供前の期待
　将来への期待　等

担当居宅介護
支援専門員

・居宅サービス計画書（1～4表）
・基礎資料（事務局指定の様式）

サービス利用開始から
３か月以内に提出

効果検証
利用者
発生時

実績確認 毎月
毎月10日までに
前月分を提出

事業者
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4. 令和元年度モデル事業の効果等検証の実施結果

(１) ヒアリング調査等概要 

選択的介護サービス事業者に対し、ヒアリング調査等を以下のとおり実施し、選択的介護サー

ビスの提供による効果および課題の把握を行った。 

(ア) 短期的な効果検証に向けた選択的介護サービス事業者へのヒアリング調査 

対象者 選択的介護サービス事業者 

対象数 
選択的介護サービス事業者：2 事業者 

IoT 機器提供事業者：1 事業者 

実施方法 個別インタビュー形式ヒアリング 

実施日時 令和 2 年 4 月 17 日（金） 

(イ) 中期的な効果検証に向けた選択的介護サービス事業者へのヒアリング調査 

対象者 選択的介護サービス事業者 

対象数 
選択的介護サービス事業者：3 事業者 

IoT 機器提供事業者：2 事業者 

実施方法 グループインタビュー形式ヒアリング 

実施日時 令和 2 年 10 月 26 日（月） 

(ウ) 選択的介護サービスに関する多職種連携に向けた意見交換 

対象者 
豊島区医師会理事 

選択的介護サービス事業者 

対象数 
選択的介護サービス事業者：2 事業者 

IoT 機器提供事業者：2 事業者 

実施方法 グループインタビュー形式ヒアリング 

実施日時 令和 2 年 10 月 19 日（月） 

(２) ヒアリング調査の結果 

【自立支援を阻害しない／自立支援に資すること】 

• 昼夜逆転の傾向があり、外出頻度等も含めた生活状況の把握のために導入。生活状況に

ついての客観的データを踏まえて、事業者が本人への連絡の時間、ヘルパーの訪問のタ

イミング等を工夫したことで生活リズムの安定につながっている。 

• 認知症による徘徊への不安と本人の生活状況の把握のため家族の要望により導入。家族

は客観的なデータから本人の生活状況が把握でき、頻回な外出などの問題も確認されな

かったことで安心感を得ている。当初は施設入所も検討していたが、訪問介護、デイサー

ビスなどの居宅サービスの適切な利用によって、在宅生活を継続できている。 

• 退院後の生活状況把握のために導入。機器を導入することに当初は抵抗感があったが、

自身の生活状況が可視化されること自体に価値を感じるようになり、生活状況をケアマネジ

ャー等から客観的に評価してもらえること等が本人のモチベーションになっている。入院前

は服薬忘れ、昼夜逆転等があったが、サービス導入後は改善傾向が見られ、徐々に解消
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されてきている。 

• 脱水の心配があるが、家族が頻回に様子を見ることができないため家族の要望により導

入。本人は認知症があるためサービス内容の十分な理解は難しいが、家族は本人の生活

状況をデータにより外部から確認できることで安心感があるということであった。 

【需要・効果が見込まれる利用者像、条件等】 

• 継続的な利用だけではなく、退院直後や居宅サービス導入時等、一定期間での利用がよ

り合致するケースも多いと考えられる。 

• 継続的な利用については以下のような利用イメージが想定される。 

 家族の介入がある程度見込める方、データの活用に対して関心がある家族がいる方

の利用が想定される。 

 継続的に生活状況を見ていく必要性が高い認知症の方に有効だと思われる。基本的

な対応・ケアを見直す際は、1,2 週間程度の短期間では生活の実情が分からないこと

もあるため、長期的なモニタリングデータが有用なのではないか。 

 認知症等により温度や湿度の異常を自身で把握することが難しい方にも、モニタリング

データで把握してヘルパー等が対応することが可能になるため、有効だと思われる。 

• 短期的な利用については以下のような利用イメージが想定される。 

 退院直後の利用者について、退院後のアセスメント～短期モニタリングにデータを活

用することで、自宅での生活における課題の把握や対応が効果的に行えるのではな

いか。 

 新規利用者の居宅サービス導入の際に活用すれば、1 か月程度の短期利用で生活

状況・生活リズムを把握できるため、より充実したアセスメントが可能になる。 

• 見守りを重視する場合は継続的な利用、生活リズムの改善等を重視する場合には一定期

間での利用とするなど、目的に応じて利用期間の想定は変わってくるのではないか。 

【より効果的な支援につながることについて】 

• 飲酒等で生活が乱れていたが、サービスの導入により生活リズムが安定し、睡眠がしっかり

とれるようになったことで、定期巡回から訪問介護にサービスの見直しができ、結果として介

護サービスの適正化と利用者の費用負担減につながった。 

• 浴室の利用状況データにより入浴回数が少ないという実態が把握できたため、入浴に関連

する支援について検討を始めた。 

• データの活用により、本人の外出状況やその時間帯等が確認できたため、ヘルパーの配

置や訪問時間の見直し、配食サービス提案等、支援内容の見直しにつながった。 

• データに基づいて訪問等の時間、タイミングを考えることで生活リズム構築、適切なサービ

ス提供につながると考えられる。訪問したが利用者が不在というケースも回避できる。 

• 夏に暖房が入ってしまっている等の異常があった場合に、センサーのデータを活用してヘ
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ルパーが訪問対応する等、より適切なタイミングで訪問を行うことが可能になった。 

• 利用者に徘徊があるケースでは、日中に一人で自宅にいる時間が長いと外出してしまうこ

とが分かり、徘徊等を防ぐためにデイサービスの頻度を増やす等、プランの見直しを行っ

た。 

• 利用者の生活状況を客観的に把握できるため、ケアマネジャーのモニタリング訪問の際の

基礎資料として有用と考えられる。データに基づいて説明ができるため、本人の理解・納得

も得やすい。 

• 利用者の状況をリアルタイムで確認できるため、ケアマネジャーの月 1 回のモニタリング訪

問では捉えきれない、短時間での急激な状態の変化等も把握できる。 

【多職種連携の促進に資すること】 

• 利用者本人から睡眠不足という訴えがあったが、データからは十分な睡眠が得られている

ことが確認できた。医師にもデータを提供して睡眠導入剤の処方の見直しについて提案し、

実際に処方の見直しにつながった。

• 利用者は過去に脱水で入院したことがあり、トイレの回数や室温等で脱水等の状況を客観

的なデータで確認できることで適切な支援につなげられると考えている。データについては

適宜訪問看護事業者とも共有しており、今後は看護師とも相談のうえ、医師等との連携も

考えていきたい。 

• 多職種連携への活用可能性は大きいと考えている。睡眠状況等、生活の実態を医師等に

共有することでさまざまな検討につながる可能性がある。 

(３) 多職種との意見交換の結果 

多職種連携への活用可能性等について、医師との意見交換を実施。次のような意見があった。 

【提供される情報の有用性】 

• これまで把握することが難しかった利用者の日常生活における多様な情報が可視化される

ことは非常に有用である。 

• 訪問診療の場合でも居宅の滞在時間は月に 30 分程度であり、十分な情報を得られないこ

とも多い。センサーデータにより、訪問時間外の情報を把握できることは意義がある。 

【提供される情報・レポートの改善点】 

• 月次のレポート等では、収集したデータについてどのような見せ方ができるかがより重要で

はないか。 

• センシングデータは、各センサーが反応した時点のデータを集積した非連続的ものだが、

利用者の 1 日の動きや生活の流れが分かる連続性のある情報として把握できると、より有

効に活用できるだろう。 
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【有効と考えられる利用者像】 

• 生活状況の把握が難しい独居で認知症の方が、最も対象として想定しやすいのではない

か。 

• 日常生活での行動の把握という意味では、寝たきりの方よりはある程度動きがある方が対

象となるだろう。 

• 生活のリズムが安定している利用者の場合は、異常値を把握することに活用できるのでは

ないか。 

• 徘徊があるような利用者の場合は、外出やベッド上での状況を把握できるだけでも価値は

ある。 

【効果的なデータ活用に向けて】 

• 有用なデータが得られても家族の協力がないと有効に活用ができないことも考えられる。家

族にとって有用で、動機づけになるような情報をいかに収集し、提供していくかが課題であ

ろう。 

• センシングデータを、医療介護専用 SNS 等のコミュニケーションツールを活用して多職種

間で共有することができれば、有効なのではないか。関係者が気づきを得らえるような見せ

方が必要である。 

• アセスメントの段階、具体的な対応策を講じる段階等、場面に応じてデータ活用方法が異

なると思われる。それぞれの場面に合致した有効なやり方を考えるべきではないか。 
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選択的介護サービス利用実績 

1. 平成 30年度モデル事業の利用実績及び具体的な利用ケース
(１) 平成 30 年度モデル事業の実施状況（令和 3 年 3 月末時点） 

令和 3 年 3 月末時点で、平成 30 年度モデル事業には 11 者の事業者が参加し、そのうち選択

的介護を実際に提供した事業者は 8 者であった。平成 30 年 8 月のサービス提供開始以降、利

用者数は少しずつではあるが増加し、令和 3 年 3 月末時点では 48 件となった（図表 66）。 

サービス区分ごとの内訳は、居宅内のサービス 32 件、居宅外のサービス 12 件、見守り等のサ

ービス 13 件となっている（図表 67）。 

平成 30 年度モデル事業利用者数の推移（延べ契約件数） 

サービス区分ごとの利用者数の推移 

※同一の利用者が複数のサービス区分を利用しているケースがあるため、上表の契約件数とは一致しない。 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

利用者数 19 36 38 38 38 39 39 44 45 45 48 48 48 48

平成30年度 令和元年度
令和2年度

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
居宅内の
サービス 12 25 26 26 26 26 27 31 32 32 32 32 32 32

居宅外の
サービス 4 9 9 9 9 10 10 11 11 11 12 12 12 12

見守り等の
サービス 6 9 10 10 10 10 10 11 11 11 13 13 13 13

平成30年度 令和元年度
令和2年度
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(２) 平成 30 年度モデル事業利用者の属性（令和 3 年 3 月末時点） 

① 利用者の年代、性別、独居/同居の状況 

利用者の状況をみると、年代では80～90代、性別では女性、独居／同居では独居世帯が

約 7 割を占めている。 

利用者の年代、性別、独居/同居の状況 

② 利用者の負担割合、介護度の状況 

介護サービスの利用者負担割合においては、1 割負担が 7 割強を占めている。介護度に

おいては要介護 1 が占める割合が 4 割弱と最も高く、次いで要介護 5 の占める割合が高い。 

利用者の負担割合、介護度の状況 

(N=48) 

(N=48) (N=48) 

(N=48) 

(N=48) 
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(３) 平成 30 年度モデル事業利用実績（令和 3 年 3 月末時点の整理） 

 令和 3年 3月末までの平成 30年度モデル事業の契約実績は 48件であった。利用実績の概要

は以下のとおり。Ｎｏ2、4、10、28 については、「(4)主な事例」にて利用開始の経緯や導入による

効果等の詳細について掲載。 

平成 30 年度モデル事業利用実績一覧① 

1

訪問介護
訪問看護

福祉用具貸与
居宅療養管理指導

60代 男性 独居 一般のマンション・
アパート 1割 要介護5 居宅内

見守り等
日用品以外の買い物
Webカメラによる見守り

2

訪問介護
訪問リハビリ
福祉用具貸与

居宅療養管理指導

70代 女性 独居 一般のマンション・
アパート 1割 要介護5 居宅内 電子機器の操作確認

3
訪問介護
訪問看護
通所介護

80代 男性 独居 一般のマンション・
アパート 2割 要介護2 居宅内 書類の確認・分別

4 訪問介護 90代 女性 独居 戸建住宅 1割 要介護2 居宅内 ペットの世話

5
訪問介護
通所リハビリ
福祉用具貸与

80代 女性 独居 高齢者向け住宅 1割 要介護1 居宅内 保険外の掃除

6

訪問介護
訪問看護
訪問入浴

福祉用具貸与
居宅療養管理指導

90代 男性 同居 戸建住宅 2割 要介護3 見守り等 センサーによる見守り

7 訪問介護
通所介護 80代 女性 独居 戸建住宅 1割 要介護1 居宅外 院内介助、趣味等への同行

8
訪問介護
訪問入浴

福祉用具貸与
90代 男性 独居 戸建住宅 1割 要介護4 見守り等 センサーによる見守り

9 訪問介護
通所介護 80代 女性 独居 戸建住宅 1割 要介護3 居宅内 保険外の掃除、

書類の確認・分別

10 訪問介護
訪問入浴 90代 男性 独居 一般のマンション・

アパート 2割 要介護5 見守り等 Webカメラによる見守り

11

訪問介護
訪問看護
通所介護

福祉用具貸与

80代 女性 独居 戸建住宅 1割 要介護1 居宅外 散歩等

12
訪問介護
訪問看護

福祉用具貸与
100代 女性 独居 戸建住宅 1割 要介護3 見守り等 センサーによる見守り

13 訪問介護
通所介護 80代 女性 独居 一般のマンション・

アパート 1割 要介護1 居宅内 話し相手

14

訪問介護
訪問入浴
訪問看護

福祉用具貸与
居宅療養管理指導

80代 女性 独居 戸建住宅 3割 要介護4 居宅内 保険外の掃除、
書類の整理、話し相手

15

訪問介護
訪問看護

福祉用具貸与
居宅療養管理指導

90代 女性 独居 戸建住宅 1割 要介護2 居宅内 保険外の掃除

16

訪問介護
訪問入浴
訪問看護

福祉用具貸与
居宅療養管理指導

90代 男性 同居 戸建住宅 2割 要介護5 居宅内 保険外の掃除、見守り

17
訪問介護
通所介護

福祉用具貸与
60代 男性 独居 一般のマンション・

アパート 1割 要介護2 居宅内
居宅外

保険外の掃除、
郵便物の確認・分別

院内介助、趣味等への同行

区分 サービス内容
NO

基本属性 選択的介護サービス

利用している
介護保険サービス 年齢 性別 独居/

同居 住居形態 負担
割合 要介護度
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平成 30 年度モデル事業選択的介護利用実績一覧② 

18

訪問介護
訪問看護
通所介護

短期入所生活介護
居宅療養管理指導

80代 女性 同居 一般のマンション・
アパート 1割 要介護5

居宅内
居宅外
見守り等

話し相手
院内介助

Webカメラによる見守り

19
訪問介護
通所介護

福祉用具貸与
80代 女性 独居 戸建住宅 1割 要介護1 居宅内 保険外の掃除、話し相手

20
訪問介護
通所介護

福祉用具貸与
80代 女性 独居 戸建住宅 1割 要介護1 居宅内 保険外の掃除

21 訪問介護
居宅療養管理指導 90代 女性 同居 一般のマンション・

アパート 1割 要介護5 見守り等 Webカメラによる見守り

22

訪問介護
訪問入浴

福祉用具貸与
居宅療養管理指導

70代 女性 同居 一般のマンション・
アパート 1割 要介護5 居宅内 同居家族分の家事

日用品以外の買い物

23

訪問介護
訪問入浴
訪問看護

福祉用具貸与
居宅療養管理指導

80代 女性 同居 戸建住宅 1割 要介護5 居宅内 日用品以外の買い物

24
訪問介護
通所介護

福祉用具貸与
70代 女性 独居 一般のマンション・

アパート 1割 要介護3 居宅内
居宅外

話し相手
趣味等への同行

25 訪問介護
訪問看護 60代 男性 独居 一般のマンション・

アパート 3割 要介護1 居宅内 保険外の掃除

26 訪問介護
通所介護 80代 女性 独居 一般のマンション・

アパート 2割 要介護1 居宅内 ペットの世話

27 訪問介護
訪問看護 50代 女性 同居 戸建住宅 1割 要介護1 居宅外 院内介助

28

訪問介護
訪問看護
通所介護

福祉用具貸与

80代 女性 独居 戸建住宅 1割 要介護5 居宅内
居宅外

日用品以外の買い物
院内介助、趣味等への同行

29 訪問介護
通所介護 80代 女性 独居 戸建住宅 1割 要介護1 見守り等 センサーによる見守り

30 訪問介護
通所介護 90代 女性 独居 一般のマンション・

アパート 3割 要介護1 見守り等 Webカメラによる見守り

31

訪問介護
訪問看護

福祉用具貸与
居宅療養管理指導

90代 女性 独居 戸建住宅 1割 要介護5 居宅内 書類の確認・分別、見守り

32 訪問介護
訪問看護 90代 女性 独居 一般のマンション・

アパート 1割 要介護1 居宅内
居宅外

話し相手
日用品以外の買い物への同行

33 訪問介護
訪問看護 60代 男性 独居 戸建住宅 1割 要介護3 居宅内 ペットの世話

34 訪問介護
通所介護 80代 女性 同居 戸建住宅 3割 要介護1 居宅内 同居家族分の家事

35

訪問介護
訪問看護

福祉用具貸与
居宅療養管理指導

80代 男性 同居 戸建住宅 1割 要介護5 居宅内
居宅外

保険外の掃除
院内介助

36

訪問介護
訪問看護
通所介護

居宅療養管理指導

80代 女性 同居 戸建住宅 1割 要介護4 居宅内 保険外の家事

37 訪問介護
福祉用具貸与 70代 女性 独居 一般のマンション・

アパート 3割 要介護2 居宅内 保険外の掃除

負担
割合 要介護度 区分 サービス内容利用している

介護保険サービス 年齢 性別 独居/
同居 住居形態

NO

基本属性 選択的介護サービス
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平成 30 年度モデル事業選択的介護利用実績一覧③ 

(４) 主な事例 

前記（３）のうち、具体的に効果があった代表的な事例を以下に紹介する。 

38 訪問介護
訪問看護 80代 女性 独居 一般のマンション・

アパート 2割 要介護1 見守り等 Webカメラによる見守り

39

訪問介護
通所介護

福祉用具貸与
居宅療養管理指導

100代 女性 独居 一般のマンション・
アパート 1割 要介護2 居宅外 趣味等への同行

日用品以外の買い物への同行

40
訪問介護
訪問看護

居宅療養管理指導
70代 男性 同居 一般のマンション・

アパート 1割 要介護1 居宅内 日用品以外の買い物
保険外の掃除

41 訪問介護
福祉用具貸与 80代 女性 同居 戸建住宅 1割 要介護2 居宅内 保険外の掃除・洗濯

42
訪問介護
通所リハビリ
福祉用具貸与

80代 女性 同居 一般のマンション・
アパート 1割 要介護2 居宅内 保険外の掃除

43 訪問介護
福祉用具貸与 70代 女性 独居 戸建住宅 1割 要介護2 見守り等 Webカメラによる見守り

44
訪問介護
通所介護

福祉用具貸与
80代 女性 同居 戸建住宅 1割 要介護4 居宅内

居宅外
保険外の家事
院内介助

45 訪問介護
訪問リハビリ 80代 女性 同居 戸建住宅 3割 要介護1 居宅内 保険外の掃除

庭の手入れ

46
訪問介護
訪問看護
通所介護

90代 男性 独居 戸建住宅 3割 要介護2 見守り等 Webカメラによる見守り

47 訪問介護
福祉用具貸与 80代 女性 同居 一般のマンション・

アパート 1割 要介護1 見守り等 Webカメラによる見守り

48
訪問介護
訪問看護

福祉用具貸与
50代 男性 同居 一般のマンション・

アパート 1割 要介護3 居宅外 保険外の外出

NO

基本属性 選択的介護サービス

利用している
介護保険サービス 年齢 性別 独居/

同居 住居形態 負担
割合 要介護度 区分 サービス内容
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モデルケース①【No.2】 

利用者の基本属性 選択的介護利用状況 

性別 女性 区分 居宅内 

年齢 70 代 利用開始月 平成 30 年 9 月 

世帯 独居 サービス内容 電子機器の操作確認 

住居形態
一般のマンション・

アパート
詳細 

スマートフォンの初期設定、 

操作説明 

負担割合 1 割 利用頻度 隔週 1 回 

日常生活自立度（障害） C2 提供タイミング 訪問介護の合間又は提供後 

日常生活自立度（認知） 自立 利用時間／月 2 時間 

介護度 要介護 5 利用金額／月 6,696 円 

介護保険サービス利用状況 

訪問介護、訪問リハビリ、福祉用具貸与、居宅療養管理指導 

利用開始の経緯 

利用前の状況・ 

導入の経緯 

 【主たる介護者】なし 

独居で重度の障害を持っているため 24 時間の援助が必要。夏の猛暑で外出時に熱

中症気味になった際、長男にすぐに連絡を取ることができなかったことがあり、いつでも

連絡が取れるよう本人がスマートフォンの購入を検討した。購入後の各種設定等につ

いてサポートが必要であったため、選択的介護での対応を検討した。 

利用者及び家族等

の意向 

【利用者】自宅で今までどおりの生活を続けたい。家族には負担をかけず自立した生活

を送りたい。 

サービス認知のきっ

かけ 

サービス提供中の会話等からヘルパーが本人のスマートフォンの利用意向を把握。そ

れを受けて選択的介護の活用について管理責任者が提案。 

契約時の状況 

説明時の工夫等 

【説明者】管理責任者 【同席者】ヘルパー 

利用者は認知機能に問題がなく、事業者からの説明に加えて、自身でもパンフレットを

読み、内容を理解していた。 

サービス提供時の状況 

保険内・外サービス

の切替時の工夫等
介護保険と保険外サービスの切替時に声掛けを行っている。 

導入による効果 

利用者 

スマートフォンの音声認識機能の活用で、電話やメール等のスマートフォンの各機能の

操作が可能になり、利用者はいつでも連絡が取れる安心感を得ることができている。ま

た、スマートフォンの音声認識機能を活用した家電の操作等も可能になり、今後より自

立した生活を送れる可能性を感じて、期待感を持っている。 

事業所・ヘルパー・

ケアマネ 

利用者が自身でいつでも連絡することが容易になったことで、訪問時間外の不安が軽

減された。また、スマートフォンからエアコンの操作を自身で行うことができるようになっ

たことで、室温管理への不安が解消した。利用者はスマートフォンの更なる活用方法を

検討しており、今後も必要に応じて選択的介護で対応する方向。 
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モデルケース②【No.４】 

利用者の基本属性 選択的介護利用状況 

性別 女性 区分 居宅内 

年齢 ９０代 利用開始月 平成 30 年 9 月 

世帯 独居 サービス内容 ペットの世話 

住居形態 戸建住宅 詳細 ペット周りの掃除と餌の購入 

負担割合 1 割 利用頻度 1 回 15 分/週 2 回 

日常生活自立度（障害） A１ 提供タイミング 訪問介護提供後 

日常生活自立度（認知） Ⅲa 利用時間／月 2 時間 

介護度 要介護２ 利用金額／月 5,400 円 

介護保険サービス利用状況 

訪問介護 

利用開始の経緯 

利用前の状況・ 

導入の経緯 

【主たる介護者】なし 

ADL の低下に伴いヘルパーの生活支援を受けながら居宅で生活をしている。家族のよ

うに大切にしているペットと暮らしていくのが生きがい。自身でペットの世話を行っていた

が、ペットの成長と認知症の影響で困難になっていた。 

利用者及び家族等

の意向 
【利用者】ペットは自分の娘同様なので、しっかり世話をしてもらいたい。 

サービス認知のきっ

かけ 
担当ケアマネジャーより提案 

契約時の状況 

説明時の工夫等 

【説明者】サービス提供責任者 【同席者】ケアマネジャー 

ペットの世話については保険外サービスとなることを選択的介護のパンフレットを見せな

がら説明し、本人の了承を得た。利用時間については、ペットの世話の内容と所要時

間など一つずつ利用者に確認し、協議のうえ決定した。 

サービス提供時の状況 

保険内・外サービス

の切替時の工夫等

介護保険と保険外サービスの切替時に声掛けを行っている。介護保険と保険外サービ

スの提供時間が区別しやすいように、提供記録票を分けること、その都度用紙に支援

時間を記入していき、１か月分の使用時間をまとめ、把握しやすいようにしている 

導入による効果 

利用者 
ペットの話を全員でして喜びを分かち合えることにより、不安定だった利用者の精神状

態の安定など予想外の効果があった。 

事業所・ヘルパー・

ケアマネ 

ケアマネジャーも保険外サービスに関与するようになり、関係者全員でペットの話など利

用者に関する話をより多く共有できるようになった。ご本人との会話が増え、信頼関係

を築くことができている。 
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モデルケース③【No.10】 

利用者の基本属性 選択的介護利用状況 

性別 男性 区分 見守り等 

年齢 ９０代 利用開始月 平成 30 年 11 月 

世帯 独居 サービス内容 Web カメラによる見守り 

住居形態 
一般のマンション・

アパート 
詳細 1 日 2 回カメラ訪問 

負担割合 ２割 利用頻度 - 

日常生活自立度（障害） Ｂ２ 提供タイミング カメラ訪問（5 時半、23 時半） 

日常生活自立度（認知） Ⅳ 利用時間／月 - 

介護度 要介護５ 利用金額／月 4,980 円 

介護保険サービス利用状況 

訪問介護、訪問入浴 

利用開始の経緯 

利用前の状況・ 

導入の経緯 

【主たる介護者】上階に住む息子 

グループホームに入居していたが、病状の変化から入居の継続が困難と判断され在宅

復帰となる。本人は認知症重度でパーキンソン等多動で転倒の危険性が高い。住居

はビルでエレベーターなし。次男は日中仕事で不在、次男の妻は腰痛のため介護は困

難。また、深夜帯も頻回に様子を確認するのは困難である。次男が自宅への引き取り

についてケアマネに相談した際に選択的介護の利用意向があった。 

利用者及び家族等

の意向 

【家族】本人は集団生活が難しいため、自宅で安全かつ自由に生活できるようにできる

限りのことはしたい。家族の負担が過大にならないよう介護保険サービスや選択的介護

を活用したい。 

サービス認知のきっ

かけ 
次男は選択的介護に関心を持っており、相談時には既にサービスを認知していた。 

契約時の状況 

説明時の工夫等 

【説明者】管理責任者、【同席者】ケアマネジャー、次男 

次男への説明となったが、ウェブカメラ等の機器にある程度精通している方だったため、

導入は円滑であった。 

サービス提供時の状況 

保険内・外サービス

の切替時の工夫等
見守りサービスのため、保険内外の区別は問題なく理解している。 

導入による効果 

利用者 
随時カメラで見守りができるため家族は安心が得られ、本人や各ヘルパー等の状況把

握が的確に行われている。 

事業所・ヘルパー・

ケアマネ 

病状が重く事業者としても本人の安否に不安があったが、サービスの導入によりヘルパ

ーが訪問しない時間帯も様子が確認でき、利用者へのアセスメントがより深いものにな

った。 
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モデルケース④【No.28】 

利用者の基本属性 選択的介護利用状況 

性別 女性 区分 居宅内・居宅外 

年齢 80 代 利用開始月 令和元年 10 月 

世帯 同居 
（令和 2 年 8 月より独居）

サービス内容 
日用品以外の買い物 

院内介助、趣味等への同行 

住居形態 戸建住宅 詳細 
嗜好品の買い物 

院内介助、美容院等への同行 

負担割合 １割 利用頻度 週 1 回 

日常生活自立度（障害） C１ 提供タイミング 訪問介護提供後 

日常生活自立度（認知） 自立 利用時間／月 居宅内/外:0.5 時間/10.5 時間 

介護度 要介護５ 利用金額／月 居宅内/外:1,375 円/28,875 円

介護保険サービス利用状況 

訪問介護、訪問看護、通所介護、福祉用具貸与 

利用開始の経緯 

利用前の状況・ 

導入の経緯 

【主たる介護者】同居の兄（導入時要介護 1） 

入院前に通っていたデイサービスに身だしなみをきれいにして通い続けたいという希望

があった。デイサービスでのコミュニケーションやリハビリで前向きな気持ちも出てくるこ

と、美容院での昔からの馴染みの美容師との会話も楽しみとのこと。毎月 1 回通院介

助に伴う院内介助、週に 1 回の美容院同行と日により美容院帰りに買い物同行を希

望。（主たる介護者であった同居の兄が、病状の進行により要介護 5 となり、兄も選択的介護を
利用。その後在宅で兄を看取り、独居となる。） 

利用者及び家族等

の意向 

【利用者】自宅で兄と暮らしたい。デイサービスに行き、運動や仲間との交流を楽しみた

い。自分では出来ないことはヘルパーさんにお願いしたい。週に 1 回は美容院に行くな

どしたい。【家族】できることは手伝いたい。負担のかかる家事を手伝ってほしい。 

サービス認知のきっ

かけ 
担当ケアマネジャーより提案 

契約時の状況 

説明時の工夫等 

【説明者】担当ケアマネジャー 【同席者】選択的介護サービス責任者 

ケアマネジャーより事前に説明があり納得されていたため、パンフレットを用いて時間や

料金の基本的な部分を説明。 

サービス提供時の状況 

保険内・外サービス

の切替時の工夫等
サービス提供時声掛けをし、記録表記入時に再度説明の上、捺印をいただいている。

導入による効果 

利用者 

2 人とも食へのこだわりが強く、兄が最期に食べられるものは嗜好品で限定されていた

ため、選択的介護で欲しいものを揃えたり、自分では出来ないことをやってもらいやすく

なり、気持ちの満足感（安定）につながっている。 

事業者・ヘルパー・

ケアマネ 

家族の死別に寄り添い、グリーフケアをヘルパー職員で共有することができた。本人の

理解が深まり、関係性が強まることで、介護保険サービスの質を高める一助にはなった

と思う。 
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2. 令和元年度モデル事業の利用実績及び具体的な利用ケース
(１) 令和元年度モデル事業の実施状況（令和 3 年 3 月末時点） 

令和元年 12 月のサービス提供開始以降、利用者数は少しずつではあるが増加し、令和 3 年 3

月末時点では 9 件となった（図表 73）。 

令和元年度モデル事業利用者数の推移（延べ契約件数） 

なお、上記の利用実績はいずれも「IoT機器等を活用した在宅支援サービス」のものであり、「デ

イサービスでの健康・療養支援サービス」の利用実績は 0 件であった。事業者のヒアリングを踏ま

えた、サービス利用に至らなかった主な要因としては以下が考えられる。 

• 新型コロナウイルスの影響により、通所介護で新たなサービスを実施することへの対応が事

業者として難しい面があった。 

• これまでにない新しいサービスであるため、利用イメージや費用対効果等を利用者に伝え

る必要があるが、体験会等の実施も時期的に難しく、利用者への周知が十分にできなかっ

た。 

• 利用者本人の要介護度が高く、認知症などの影響で自身の健康管理に関心が低いケー

スや、家族の服薬に関する問題意識が低いケースでは、サービスの価値を十分に理解し

てもらうのが難しい面があった。 

• ケアマネジャー向けの研修や地域の勉強会の開催機会が制限されているため、ケアマネ

ジャーや事業者へのサービス周知が十分にできなかった。 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

利用者数 6 7 8 8 8 9 9 9 9 9 9 9 9

令和元年度
令和2年度
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(２) 令和元年度モデル事業利用者の属性（令和 3 年 3 月末時点） 

① 利用者の年代、性別、独居/同居の状況 

利用者の状況をみると、年代では 80～90 代、独居／同居では独居世帯が約 7 割を占め

ている。性別では女性が 5 割強を占める。 

利用者の年代、性別、独居/同居の状況 

② 利用者の負担割合、介護度の状況 

介護サービスの利用者負担割合においては、1 割負担が約 9 割を占めている。介護度に

おいては要介護 2 が占める割合が 6 割弱と最も高く、次いで要介護 3 の占める割合が高い。 

利用者の負担割合、介護度の状況 

22%

11%

34%

33%

年代別

50代
60代
70代
80代
90代
100代

67%

33%

独居/同居別

独居
同居

44%56%

性別

男性
女性

89%

11%

負担割合別

1割
2割
3割

11%

56%

33%

介護度別

要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5

(N=9) (N=9) 

(N=9) 

(N=9) (N=9) 
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(３) 令和元年度モデル事業利用実績（令和 3 年 3 月末時点） 

令和 3 年 3 月末までの令和元年度モデル事業の契約実績は 9 件であった。利用実績の概要

は以下のとおり。Ｎｏ5、7、8 については、「(4)主な事例」にて利用開始の経緯や導入による効果等

の詳細について掲載。 

令和元年度モデル事業選択的介護利用実績一覧 

(４) 主な事例 

前記（３）のうち、具体的に効果があった代表的な事例を以下に紹介する。 

選択的介護サービス

1
訪問介護

福祉用具貸与
居宅療養管理指導

90代 女性 独居 戸建住宅 1割 要介護2

2

訪問介護
訪問看護
通所介護

福祉用具貸与
居宅療養管理指導

80代 女性 同居 一般のマンション・
アパート 1割 要介護3

3 訪問介護
居宅療養管理指導 80代 女性 独居 一般のマンション・

アパート 1割 要介護2

4
訪問介護
通所介護

居宅療養管理指導
90代 男性 独居 戸建住宅 2割 要介護3

5 通所介護
通所リハビリ 90代 女性 独居 一般のマンション・

アパート 1割 要介護1

6 居宅療養管理指導
福祉用具貸与 70代 女性 同居 戸建住宅 1割 要介護2

7 訪問介護
福祉用具貸与 60代 男性 独居 戸建住宅 1割 要介護2

8

訪問介護
訪問看護
通所介護

福祉用具貸与
居宅療養管理指導

80代 男性 独居 戸建住宅 1割 要介護2

9 訪問看護
福祉用具貸与 60代 男性 同居 一般のマンション・

アパート 1割 要介護3

サービス区分

IoT機器等を活用した
在宅支援サービス

NO

基本属性

利用している
介護保険サービス 年齢 性別 独居/

同居 住居形態 負担
割合 要介護度
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モデルケース①【No.5】 

利用者の基本属性 選択的介護利用状況 

性別 女性
区分 

IoT 機器等を活用した 

在宅支援サービス（居宅介護支援） 年齢 90 代

世帯 独居 利用開始月 令和 2 年 5 月 

住居形態
一般のマンション・

アパート

サービス内容
・人感センサー等による生活リズムの把握

・データ確認による見守り 負担割合 1 割

日常生活自立度（障害） A1

日常生活自立度（認知） Ⅱb 
利用金額 1,980 円 

介護度 要介護 1

介護保険サービス利用状況 

通所介護、通所リハビリ 

利用開始の経緯 

利用前の状況・ 

導入の経緯 

【主たる介護者】他区に住む娘 

認知症が進行し、電話で依頼したことや確認したことが出来なくなってきた。本人の話

に整合性がないことも多くなり、どのような生活をしているか見えないため、選択的介護

の導入を検討。 

利用者及び家族等

の意向 

【介護者】居室内での移動状況や排泄状況、転倒や急変に対する見守り、外出頻度

の確認をしたい。 

サービス認知のきっ

かけ 
担当ケアマネジャーより提案 

契約時の状況 

説明時の工夫等 

【説明者】担当ケアマネジャー 【同席者】主たる介護者 

1 か月のトライアル期間を設け、センサー機器の機能やスマートフォンからのデータの確

認方法等を詳しく説明した。 

導入による効果 

介護者 

外出の頻度や時間帯、長さが分かることで生活パターンが把握できるようになり、本人

がどこに外出したかを覚えていない場合でも外出先を推測できるようになった。携帯電

話や自宅の電話がつながらない場合でも、自宅にいるか外出中か確認できるので不安

が少なくなった。 

ケアマネジャー 

外出の頻度や睡眠状況をデイサービスと共有できるようになった。水分をあまりとらない

ため、熱中症のリスクが高いが、熱中症危険時にはアラート通知が来るため、夏の暑い

時期には効果的だと思われる。 
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モデルケース②【No.7】 

利用者の基本属性 選択的介護利用状況 

性別 男性 
区分 

IoT 機器等を活用した 

在宅支援サービス（居宅介護支援） 年齢 60 代

世帯 独居 利用開始月 令和 2年 1 月 

住居形態 戸建住宅 

サービス内容
・電力センサー等による生活リズムの把握

・データを基にしたアドバイス情報の提供 
負担割合 1 割

日常生活自立度（障害） B2

日常生活自立度（認知） Ⅱb 
利用金額 トライアル期間のため無料 

介護度 要介護 2

介護保険サービス利用状況 

訪問介護、福祉用具貸与 

利用開始の経緯 

利用前の状況・ 

導入の経緯 

【主たる介護者】なし 

服薬せず、多量の飲酒をしてしまい起床時間が不規則になる等、生活状況の乱れが

あり、下痢による体力低下のため入院したこともあった。生活状況の可視化による生活

改善のために選択的介護を導入。 

利用者及び家族等

の意向 

1 人で問題なく生活が出来ていることをケアマネジャー・サービス担当者に分かってもら

いたい。 

サービス認知のきっ

かけ 
担当ケアマネジャーより提案 

契約時の状況 

説明時の工夫等 

【説明者】担当ケアマネジャー 

カメラを使用しないので、録画や録音等はされず、プライバシーに配慮していることを強

調した。また、生活パターンを記録していくので、「自分でも出来ていること、気を付けて

生活していること」をケアマネジャーやサービス担当者に分かってもらう材料になる旨を

伝えた。 

導入による効果 

利用者 
生活が可視化されることが本人にとって良い刺激となっており、生活リズムの改善、本

人のモチベーション向上につながっている。飲酒や転倒もなくなった。 

ケアマネジャー 

センサーデータから入浴があまりできていないことが分かり、サービスの見直しにもつな

がった。また、介護事業者のサービス提供状況が、ドアの開閉通知等により把握でき

た。 
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モデルケース③【No.8】 

利用者の基本属性 選択的介護利用状況 

性別 男性 
区分 

IoT 機器等を活用した 

在宅支援サービス（居宅介護支援） 年齢 60 代 

世帯 同居 利用開始月 令和 2年 3 月 

住居形態 
一般のマンション・

アパート 

サービス内容
・電力センサー等による生活リズムの把握

・データを基にしたアドバイス情報の提供 負担割合 1 割 

日常生活自立度（障害） A2 

日常生活自立度（認知） Ⅱa 
利用金額 トライアル期間のため無料 

介護度 要介護 3

介護保険サービス利用状況 

訪問看護、福祉用具貸与 

利用開始の経緯 

利用前の状況・ 

導入の経緯 

【主たる介護者】同居の長女と近所に住む長男夫婦 

認知症状があり、本人に日中（独居）の様子を聞いても答えられず、来客があっても誰

が何時に来た等も答えられない。日中の様子を把握したいため選択的介護を導入。 

利用者及び家族等

の意向 

【介護者】 

日中（独居）の様子を把握したい。 

サービス認知のきっ

かけ 
担当ケアマネジャーより提案 

契約時の状況 

説明時の工夫等 

【説明者】担当ケアマネジャー 

本人の理解が難しいため、家族に対して重点的に説明。本人には、日中一人の時にも

安心できるための機器である旨を伝えた。 

導入による効果 

介護者 
家族はデータを見ることにより安心感を得ている。隣の区に住んでいるものの、自営業

のため頻繁には訪問できないが、データがあることにより、心配が軽減された。 

ケアマネジャー 
データを適宜看護師にも共有している。これまで把握が難しかった脱水、水分摂取の

状況がわかるようになった点に特に意義を感じている。 
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まとめ 

1. モデル事業により得られた成果
(１) 平成 30 年度モデル事業により得られた成果 

平成 30 年度モデル事業の実施により、以下のような成果を確認することができた。 

• 利用者及び家族の利便性・満足度・安心感が向上すること 

 全般的に利用者や家族の満足度は高く、サービス利用による利便性の向上、安

心感が得られた。

 各サービスは利用者や家族にとって有用なものであることが確認できた。

 利用者や家族からサービスへの不満の声は寄せられておらず、サービス内容への

不満等により利用終了となった事例も見受けられなかった。

• サービス利用が継続的に見込まれ、対価の支払いに問題がないこと 

 利用者や家族のサービス継続意向は高いが、状態の変化等により長期の利用に

つながらない事例もみられた。

 モデル事業実施前に「支払いが難しい利用者もいるのでは」と懸念される意見もあ

ったが、収入・資産の多寡に係わらずサービスが利用されていることが確認できた。

• 自立支援を阻害しないこと 

 利用者の介護度や自立度等にはほぼ変動がなく、選択的介護の利用によって状

態が悪化したケースはみられなかった。

 サービス内容及び対象者によっては在宅生活の継続に資する可能性が示唆され

ており、自立支援の理念に沿ったサービスとなる可能性が確認できた。

• ケアの効率や質的向上に資すること 

 事業者側にはモデル事業特有の事務負担は生じたが、選択的介護の提供によっ

て利用者の情報をより詳細に把握することで、効果的なケアにつながることが確認

できた。

 事業所内や多職種間での連携促進に資する面もみられた。

 ケアプランに保険外サービスを位置づけることの有用性に対する認識が高まるな

ど、ケアマネジャーの意識の変容につながることが確認できた。

• 今後の普及・展開に向けて有用性があること 

 事業者からは、選択的介護の提供が職員のモチベーションや意識の向上、視野

の拡大などにつながっているとの意見もあった。
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• サービスの適正化につながる可能性があること 

 保険外サービスを組み合わせることで、介護保険サービスの見直しが行われたケ

ースもあり、より状況に応じたサービス提供につながった事例がみられた。

(２) 令和元年度モデル事業により得られた成果 

令和元年度モデル事業の実施により、以下のような成果を確認することができた。 

• 自立支援を阻害するものではなく、自立支援に資するものであること 

 サービスの利用が ADL の悪化等につながった利用者はなく、生活リズムの安定、

利用者本人の意欲の向上など自立支援につながる事例が見られた。 

 データを活用して適切なサービス提供につなげることで、在宅生活の維持につな

がった事例もみられた。 

• 需要・効果が見込まれる利用者像、条件等の把握 

 限られた利用者数ではあるが、事業者やケアマネジャー、医師との意見交換を通

じて、対象サービスが有用と考えられる利用者像を整理することができた。 

 利用対象や目的により、有効と思われる利用期間（継続利用か短期利用か）が異

なるといった示唆が得られた。 

• より効果的な支援につながる可能性があること 

 データの活用により利用者の生活環境の改善や提供サービスの見直しにつなが

った事例が複数みられた。 

 利用者の家族とデータを共有することにより、家族による利用者への適切な支援

につながる可能性も示唆された。 

• 多職種連携の促進に資する可能性があること 

 データに基づいた医療職への情報提供が処方の見直しにつながるなど、具体的

な連携事例がみられた。 

 データの有用性や活用に向けたポイント、課題等について医師から意見を得るこ

とができ、十分に活用可能性があることが確認できた。 
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(３) 有識者会議における成果等に関する主な意見等 

選択的介護モデル事業に関する有識者会議において、モデル事業の成果や有効性に関して

以下のような意見が出された。 

• 日中独居者等への有効性 

 モデル事業で提供したカメラやセンサーによる見守りサービスは日中独居者や家

族が遠方に暮らしている方にとって特に有効であると考えられる。 

• 新型コロナウイルス感染症流行下における有効性 

 遠隔での見守りや、スマートフォンの操作・設定等のサービスは新型コロナウイル

ス感染症流行下において特に有効であると考えられる。 

 新型コロナウイルス感染症により、利用者のニーズは変化しており、従来型のサー

ビスでは対応が難しい部分が生じている。従来型のサービスでは対応ができてい

ないニーズに選択的介護が対応するという可能性も期待される。 

• 要支援者への有用性 

 今回のモデル事業では要支援者は対象外であったが、利用者の介護度をみると

要介護１・２の方の比率が比較的高いことから、モデル事業で提供したサービスが

軽度者や要支援者等にとっても有用である可能性がある。 

• 介護保険サービスへの好影響 

 今回のモデル事業のように保険外サービスの領域で創意工夫をすることは、介護

保険サービスの革新やイノベーションに寄与する可能性があるので、今回の取組

みは意義があるといえる。

• 家族の介護力向上への貢献 

 今回のモデル事業の効果検証結果からこのようなサービスが家族の介護力を高

めることに貢献することが確認できたといえる。

 保険外サービスを有効に活用することにより、在宅における介護力が高まり、結果

として、在宅での生活を継続する可能性が高まることが期待される。 
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2. モデル事業を踏まえた課題
(１) 平成 30 年度モデル事業を踏まえた課題 

平成 30 年度モデル事業の実施により、以下のような課題が把握できた。 

• 一層の利用拡大に向けた方策の検討 

 選択的介護サービスについて十分に理解し、利用者に積極的に提案していくケア

マネジャーは一定程度いるが、拡大していく余地がある。

 利用者ニーズがあっても、利用している介護事業者が選択的介護サービスを提供

していないため、利用できないケースも多い。

 一層の利用拡大に向けては、提供事業者の拡大、事業者・ケアマネジャー・利用

者それぞれへのさらなる理解促進が必要と考えられる。

(２) 令和元年度モデル事業を踏まえた課題 

令和元年度モデル事業の実施により、以下のような課題が把握できた。 

• データの効果的な活用方法等の整理 

 収集したデータをより効果的に活用するためには、活用可能な場面の想定やそれ

に応じたデータの活用方法等についてのさらなる検討・整理が必要となる。 

 利用対象や目的に合致した効果的なデータの見せ方等についての検討も重要で

ある。 

• 費用負担のあり方の検討 

 本モデル事業においては保険外サービスとしての提供であったが、今後の普及の

ためには、モデル事業で得られた効果とその受益者等を踏まえ、費用負担のあり

方について検討する余地がある。 

• モデル事業により得られた効果等についての周知、情報提供の実施 

 モデル事業により一定の効果を確認できたが、さらなるサービス利用の促進に向

けては、サービスの有効性についての周知、情報提供の実施も重要である。 



93 

3. 今後の展望
今回のモデル事業では、介護保険サービスだけでなく保険外サービスにもケアマネジャーが適

切に関与し、利用者保護に配慮した提供プロセスに基づいて、介護保険サービスと保険外サービ

スを組み合わせて提供することが、サービス利用者、ケアマネジャー、サービス提供事業者のそれ

ぞれに好影響を与えることが確認できた。

モデル事業の実施過程においては、厚生労働省から「介護保険サービスと保険外サービスを

組み合わせて提供する場合の取扱いについて」（平成 30年 9月 28日老振発 0928第 1号）が発

出され、保険外サービスを充実させていくことの重要性と保険内外のサービスを組み合わせる場

合の提供ルール等が示されたが、このようなサービスについての理解が進んでいるとは言い難い。  

今後の普及拡大のためには、モデル事業の成果やノウハウ等を広く周知するとともに、区市町

村においてはサービス提供事業者やケアマネジャー等への支援を行っていくことが望ましい。

モデル事業で得られた成果や課題等を踏まえ、東京都と豊島区では、今後以下のような取組

みを行う予定である。

(１) 東京都における取組み 

東京都では、モデル事業の成果等を取りまとめた本報告書を東京都及び豊島区ホームページ

等で公表並びに都内全区市町村へ配付し、モデル事業の成果を広く紹介し、他地域への普及を

図る。また、選択的介護に係る取組みを実施する区市町村に対し、支援を行っていく。 

(２) 豊島区における取組み 

豊島区では、区内での保険外サービスの適切な提供と普及拡大のために、以下のような取組

みを行う。 

(ア) 選択的介護事業者登録制度の導入 

利用者保護に配慮して保険外サービスを提供している区内介護事業者の登録制度を導入し、

登録事業者名の公表及び周知を行う。 

(イ) 保険外サービス情報の収集と発信 

区内介護事業者が提供している保険外サービスについての情報収集を行い、区ホームペー

ジ上で公開している事業者情報検索システムでの情報発信を行う。 

(ウ) 普及パンフレットの作成・周知 

保険外サービスの活用についての普及パンフレットを作成し、区民や介護事業者への周知

を行う。 

(エ) 実務者研修の実施 

区内介護事業所のケアマネジャー等の実務者を対象とした研修を行い、保険外サービスの

積極的な活用の促進を図るとともに、実務に有用な情報提供等を行う。 
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【参考資料】モデル事業に関連する通知等 

1. 訪問介護におけるサービス行為ごとの区分について
（平成 12年 3月 17日老計第 10号厚生省老人保健福祉局老人福祉計画課長通知）

訪問介護の介護報酬については、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪

問通所サービス及び居宅療養管理指導に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算

定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成１２年３月１日付厚生省老人保健福

祉局企画課長通知）において、その具体的な取扱いをお示ししているところであるが、今般、別紙の通

り、訪問介護におけるサービス行為ごとの区分及び個々のサービス行為の一連の流れを例示したので、

訪問介護計画及び居宅サービス計画（ケアプラン）を作成する際の参考として活用されたい。

なお、「サービス準備・記録」は、あくまでも身体介護又は生活援助サービスを提供する際の事前準

備等として行う行為であり、サービスに要する費用の額の算定にあたっては、この行為だけをもってして

「身体介護」又は「生活援助」の一つの単独行為として取り扱わないよう留意されたい。 

また、今回示した個々のサービス行為の一連の流れは、あくまで例示であり、実際に利用者にサー

ビスを提供する際には、当然、利用者個々人の身体状況や生活実態等に即した取扱いが求められる

ことを念のため申し添える。 

１ 身体介護 

 身体介護とは、①利用者の身体に直接接触して行う介助サービス（そのために必要となる準備、後か

たづけ等の一連の行為を含む）、②利用者のＡＤＬ・ＩＡＤＬ・ＱＯＬや意欲の向上のために利用者と共

に行う自立支援・重度化防止のためのサービス、③その他専門的知識・技術（介護を要する状態とな

った要因である心身の障害や疾病等に伴って必要となる特段の専門的配慮）をもって行う利用者の日

常生活上・社会生活上のためのサービスをいう。（仮に、介護等を要する状態が解消されたならば不要

※となる行為であるということができる。） 

※ 例えば入浴や整容などの行為そのものは、たとえ介護を要する状態等が解消されても日常生活上

必要な行為であるが、要介護状態が解消された場合、これらを「介助」する行為は不要となる。同様に、

「特段の専門的配慮をもって行う調理」についても、調理そのものは必要な行為であるが、この場合も

要介護状態が解消されたならば、流動食等の「特段の専門的配慮」は不要となる。 

１－０ サービス準備・記録等 

サービス準備は、身体介護サービスを提供する際の事前準備等として行う行為であり、状況に

応じて以下のようなサービスを行うものである。  

 １－０－１ 健康チェック 

利用者の安否確認、顔色・発汗・体温等の健康状態のチェック   

 １－０－２ 環境整備 
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換気、室温・日あたりの調整、ベッドまわりの簡単な整頓等   

 １－０－３ 相談援助、情報収集・提供 

 １－０－４ サービス提供後の記録等

１－１ 排泄・食事介助 

 １－１－１ 排泄介助 

１－１－１－１ トイレ利用  

○トイレまでの安全確認→声かけ・説明→トイレへの移動（見守りを含む）→脱衣→排便・排尿→

後始末→着衣→利用者の清潔介助→居室への移動→ヘルパー自身の清潔動作  

○（場合により）失禁・失敗への対応（汚れた衣服の処理、陰部・臀部の清潔介助、便器等の簡

単な清掃を含む）  

１－１－１－２ ポータブルトイレ利用  

○安全確認→声かけ・説明→環境整備（防水シートを敷く、衝立を立てる、ポータブルトイレを適

切な位置に置くなど）→ 立位をとり脱衣（失禁の確認）→ポータブルトイレへの移乗→排便・排

尿→後始末→立位をとり着衣→利用者の清潔介助→元の場所に戻り、安楽な姿勢の確保→ポ

ータブルトイレの後始末→ヘルパー自身の清潔動作  

○（場合により）失禁・失敗への対応（汚れた衣服の処理、陰部・臀部の清潔介助）  

１－１－１－３ おむつ交換  

○声かけ・説明→物品準備（湯・タオル・ティッシュペーパー等）→新しいおむつの準備→脱衣

（おむつを開く→尿パットをとる）→陰部・臀部洗浄（皮膚の状態などの観察、パッティング、乾燥）

→おむつの装着→おむつの具合の確認→着衣→汚れたおむつの後始末→使用物品の後始

末→ヘルパー自身の清潔動作  

○（場合により）おむつから漏れて汚れたリネン等の交換  

○（必要に応じ）水分補給  

 １－１－２ 食事介助 

○声かけ・説明（覚醒確認）→安全確認（誤飲兆候の観察）→ヘルパー自身の清潔動作→準備

（利用者の手洗い、排泄、エプロン・タオル・おしぼりなどの物品準備）→食事場所の環境整備

→食事姿勢の確保（ベッド上での座位保持を含む）→配膳→メニュー・材料の説明→摂食介助

（おかずをきざむ・つぶす、吸い口で水分を補給するなどを含む）→服薬介助→安楽な姿勢の

確保→気分の確認→食べこぼしの処理→後始末（エプロン・タオルなどの後始末、下膳、残滓

の処理、食器洗い）→ヘルパー自身の清潔動作  

 １－１－３ 特段の専門的配慮をもって行う調理 

○嚥下困難者のための流動食等の調理  

１－２ 清拭・入浴、身体整容 

 １－２－１清拭（全身清拭） 
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○ヘルパー自身の身支度→物品準備（湯・タオル・着替えなど）→声かけ・説明→顔・首の清拭

→上半身脱衣→上半身の皮膚等の観察→上肢の清拭→胸・腹の清拭→背の清拭→上半身着

衣→下肢脱衣→下肢の皮膚等の観察→下肢の清拭→陰部・背部の清拭→下肢着衣→身体状

況の点検・確認→水分補給→使用物品の後始末→汚れた衣服の処理→ヘルパー自身の清潔

動作  

 １－２－２ 部分浴 

１－２－２－１ 手浴及び足浴  

○ヘルパー自身の身支度→物品準備（湯・タオルなど）→声かけ・説明→適切な体位の確保

→脱衣→皮膚等の観察→手浴・足浴→身体を拭く・乾かす→着衣→安楽な姿勢の確保→水

分補給→身体状況の点検・確認→使用物品の後始末→ヘルパー自身の清潔動作  

１－２－２－２ 洗髪  

○ヘルパー自身の身支度→物品準備（湯・タオルなど）→声かけ・説明→適切な体位の確保

→洗髪→髪を拭く・乾かす→安楽な姿勢の確保→水分補給→身体状況の点検・確認→使用

物品の後始末→ヘルパー自身の清潔動作  

 １－２－３ 全身浴 

○安全確認（浴室での安全）→声かけ・説明→浴槽の清掃→湯はり→物品準備（タオル・着替

えなど）→ヘルパー自身の身支度→排泄の確認→脱衣室の温度確認→脱衣→皮膚等の観察

→浴室への移動→湯温の確認→入湯→洗体・すすぎ→洗髪・すすぎ→入湯→体を拭く→着

衣→身体状況の点検・確認→髪の乾燥、整髪→浴室から居室への移動→水分補給→汚れた

衣服の処理→浴槽の簡単な後始末→使用物品の後始末→ヘルパー自身の身支度、清潔動

作  

 １－２－４ 洗面等 

○洗面所までの安全確認→声かけ・説明→洗面所への移動→座位確保→物品準備（歯ブラ

シ、歯磨き粉、ガーゼなど）→洗面用具準備→洗面（タオルで顔を拭く、歯磨き見守り・介助、う

がい見守り・介助）→居室への移動（見守りを含む）→使用物品の後始末→ヘルパー自身の清

潔動作  

 １－２－５ 身体整容（日常的な行為としての身体整容） 

○声かけ・説明→鏡台等への移動（見守りを含む）→座位確保→物品の準備→整容（手足の

爪きり、耳そうじ、髭の手入れ、髪の手入れ、簡単な化粧）→使用物品の後始末→ヘルパー自

身の清潔動作  

 １－２－６ 更衣介助 

○声かけ・説明→着替えの準備（寝間着・下着・外出着・靴下等）→上半身脱衣→上半身着衣

→下半身脱衣→下半身着衣→靴下を脱がせる→靴下を履かせる→着替えた衣類を洗濯物置

き場に運ぶ→スリッパや靴を履かせる  

１－３ 体位変換、移動・移乗介助、外出介助 
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 １－３－１ 体位変換 

○声かけ、説明→体位変換（仰臥位から側臥位、側臥位から仰臥位）→良肢位の確保（腰・肩

をひく等）→安楽な姿勢の保持（座布団・パットなどあて物をする等）→確認（安楽なのか、めま

いはないのかなど）  

 １－３－２ 移乗・移動介助 

１－３－２－１ 移乗  

○車いすの準備→声かけ・説明→ブレーキ・タイヤ等の確認→ベッドサイドで端座位の保持→

立位→車いすに座らせる→座位の確保（後ろにひく、ずれを防ぐためあて物をするなど）→フッ

トレストを下げて片方ずつ足を乗せる→気分の確認  

○その他の補装具（歩行器、杖）の準備→声かけ・説明→移乗→気分の確認  

１－３－２－２ 移動  

○安全移動のための通路の確保（廊下・居室内等）→声かけ・説明→移動（車いすを押す、歩

行器に手をかける、手を引くなど）→気分の確認   

 １－３－３ 通院・外出介助 

○声かけ・説明→目的地（病院等）に行くための準備→バス等の交通機関への乗降→気分の

確認→受診等の手続き  

○（場合により）院内の移動等の介助  

１－４ 起床及び就寝介助 

 １－４－１ 起床・就寝介助 

１－４－１－１ 起床介助  

○声かけ・説明（覚醒確認）→ベッドサイドでの端座位の確保→ベッドサイドでの起きあがり→

ベッドからの移動（両手を引いて介助）→気分の確認  

○（場合により）布団をたたみ押入に入れる  

１－４－１－２ 就寝介助  

○声かけ・説明→準備（シーツのしわをのばし食べかすやほこりをはらう、布団やベッド上のも

のを片づける等）→ベッドへの移動（両手を引いて介助）→ベッドサイドでの端座位の確保→ベ

ッド上での仰臥位又は側臥位の確保→リネンの快適さの確認（掛け物を気温によって調整する

等）→気分の確認  

○（場合により）布団を敷く  

１－５ 服薬介助 

○水の準備→配剤された薬をテーブルの上に出し、確認（飲み忘れないようにする）→本人が

薬を飲むのを手伝う→後かたづけ、確認  

１－６ 自立生活支援・重度化防止のための見守り的援助（自立支援、ＡＤＬ・ＩＡＤＬ・ＱＯＬ向上の観

点から安全を確保しつつ常時介助できる状態で行う見守り等） 
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○ベッド上からポータブルトイレ等（いす）へ利用者が移乗する際に、転倒等の防止のため付き

添い、必要に応じて介助を行う。 

○認知症等の高齢者がリハビリパンツやパット交換を見守り・声かけを行うことにより、一人で出

来るだけ交換し後始末が出来るように支援する。 

○認知症等の高齢者に対して、ヘルパーが声かけと誘導で食事・水分摂取を支援する。 

○入浴、更衣等の見守り（必要に応じて行う介助、転倒予防のための声かけ、気分の確認など

を含む） 

○移動時、転倒しないように側について歩く（介護は必要時だけで、事故がないように常に見

守る） 

○ベッドの出入り時など自立を促すための声かけ（声かけや見守り中心で必要な時だけ介助） 

○本人が自ら適切な服薬ができるよう、服薬時において、直接介助は行わずに、側で見守り、

服薬を促す。 

○利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行う掃除、整理整頓（安全確認の声か

け、疲労の確認を含む） 

○ゴミの分別が分からない利用者と一緒に分別をしてゴミ出しのルールを理解してもらう又は思

い出してもらうよう援助 

○認知症の高齢者の方と一緒に冷蔵庫のなかの整理等を行うことにより、生活歴の喚起を促

す。 

○洗濯物を一緒に干したりたたんだりすることにより自立支援を促すとともに、転倒予防等のた

めの見守り・声かけを行う。 

○利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行うベッドでのシーツ交換、布団カバー

の交換等 

○利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行う衣類の整理・被服の補修 

○利用者と一緒に手助けや声かけ及び見守りしながら行う調理、配膳、後片付け（安全確認の

声かけ、疲労の確認を含む） 

○車イス等での移動介助を行って店に行き、本人が自ら品物を選べるよう援助 

○上記のほか、安全を確保しつつ常時介助できる状態で行うもの等であって、利用者と訪問介

護員等がともに日常生活に関する動作を行うことが、ＡＤＬ・ＩＡＤＬ・ＱＯＬ向上の観点から、利

用者の自立支援・重度化防止に資するものとしてケアプランに位置付けられたもの 
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２ 生活援助 

 生活援助とは、身体介護以外の訪問介護であって、掃除、洗濯、調理などの日常生活の援助（その

ために必要な一連の行為を含む）であり、利用者が単身、家族が障害・疾病などのため、本人や家族

が家事を行うことが困難な場合に行われるものをいう。（生活援助は、本人の代行的なサービスとして

位置づけることができ、仮に、介護等を要する状態が解消されたとしたならば、本人が自身で行うことが

基本となる行為であるということができる。）  

※ 次のような行為は生活援助の内容に含まれないものであるので留意すること。 

(1) 商品の販売・農作業等生業の援助的な行為 

(2) 直接、本人の日常生活の援助に属しないと判断される行為   

２－０ サービス準備等 

サービス準備は、生活援助サービスを提供する際の事前準備等として行う行為であり、状況に

応じて以下のようなサービスを行うものである。   

２－０－１ 健康チェック 

利用者の安否確認、顔色等のチェック   

２－０－２ 環境整備 

換気、室温・日あたりの調整等   

 ２－０－３ 相談援助、情報収集・提供  

 ２－０－４ サービスの提供後の記録等  

２－１ 掃除 

○居室内やトイレ、卓上等の清掃 

○ゴミ出し 

○準備・後片づけ  

２－２ 洗濯 

○洗濯機または手洗いによる洗濯 

○洗濯物の乾燥（物干し） 

○洗濯物の取り入れと収納 

○アイロンがけ  
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２－３ ベッドメイク 

○利用者不在のベッドでのシーツ交換、布団カバーの交換等  

２－４ 衣類の整理・被服の補修 

○衣類の整理（夏・冬物等の入れ替え等） 

○被服の補修（ボタン付け、破れの補修等）  

２－５ 一般的な調理、配下膳 

○配膳、後片づけのみ 

○一般的な調理  

２－６ 買い物・薬の受け取り 

○日常品等の買い物（内容の確認、品物・釣り銭の確認を含む） 

○薬の受け取り 
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2. 指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について
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3. 介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合の取扱いについて
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